
 

 

 

 

 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

坂井にはあああいいいがある。

「輝く未来へ・・・みんなで創る希望の都市
ま ち

」

坂井市

「「「ひひひととととととひひひととと   こここここころろろとととこここここころろろ   まままちちちとととまままちちちがががつつつななながががるるる   ｉｉｉ---さささかかかいいい」」」

第２次 

平成２５年３月



 



は じ め に 

 

第２次坂井市情報化計画 策定にあたり 

 

ＩＣＴ（情報通信技術）は、社会経済・福祉・医療など私たちの生活に深く浸透し、

日常的にさまざまな場面で利活用されています。坂井市においても市民サービスの向

上や業務の効率化を図るため、各種情報システムを導入するなど電子自治体の基盤づ

くりを進めるとともに、平成２０年３月に「ひととひと こころとこころ まちとま

ちがつながる ｕ-さかい」を基本理念とする第１次坂井市情報化計画を策定し、平

成２０年度から平成２４年度までの計画期間中に「地理情報システム」や「地域ＳＮ

Ｓ」を構築するなど情報化施策を展開してきました。 

パソコンだけでなく、スマートフォン※やタブレット端末※の著しい普及により「い

つでも、どこでも」インターネットにアクセスできる環境から、さまざまな情報を簡

単に収集することが可能となり、人と人の新たなコミュニケーションが生まれるなど

便利になった反面、ネット犯罪、ネットワーク上での誹謗中傷やプライバシーの侵害、

コンピュータや通信ネットワークのシステム障害による社会的被害など、負の側面も

持ちあわせています。さらに、高齢者など機器を使用することが困難な方への対応も

必要となります。これらのことを認識したうえで、ＩＣＴの利活用を適切に進めるこ

とが求められています。 

このような状況を踏まえ、社会経済環境の変化や、国や県の情報化施策の動向につ

いて的確に把握し、市民がＩＣＴの恩恵を受けることを目指して、このたび「第２次

坂井市情報化計画」を策定いたしました。基本理念をこれまでの「ｕ-さかい」から

「ｉ-さかい」に更新し、ＩＣＴにより暮らしの豊かさや人と人のつながりを実感で

き、活力を持って、新たな創造・革新に自発的に取り組める坂井市の実現を目指し、

「坂井市にアクセスしてみよう」を合言葉に地域情報化を推進して参ります。 

結びに、今後とも市の情報化施策に対する市民の皆様の一層のご理解とご協力をお

願い申し上げます。 

 

平成 25 年３月 
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 坂井市では、平成２０年３月に「第１次坂井市情報化計画」を策定し、情報通信基

盤の整備や情報通信技術（ＩＣＴ）を利活用した情報発信の充実、地域コミュニティ

の活性化、簡素で効率的な電子自治体の構築などを推進してきました。 

計画期間中の社会情勢は、少子高齢化がさらに進展し、人口減少社会の到来するこ

ととなり、また、自然環境面では大地震や豪雨による大災害が発生し、経済面では、

ユーロ不安や円高など世界的な経済危機にさらされ、雇用の安定が失われることとな

りました。さらに、個人の生活スタイルが多様化に伴って、行政に求められるサービ

ス内容も複雑・多様化しています。 

一方、情報通信分野では、ブロードバンド※環境の整備がさらに進み、インターネ

ットの通信速度の高速化、また、Ｗｉ-Ｆｉ※環境の整備などによって、「誰でもどこ

でも」インターネットに接続できるようになってきています。携帯電話はスマートフ

ォン※への切替が急速に進むとともに、パソコンも形態が変わりつつあります。持ち

運びに便利な上に、タッチパネル式で容易に操作できるタブレット端末※が広がりつ

つあります。これらの機器によりインターネット接続が、手軽に「誰でもどこでも」

行えるようになってきました。しかし、機器の使用が困難な方との情報格差は、ます

ます拡大しつつあります。 

このような社会情勢や情報通信技術の進展および坂井市の現状と課題を踏まえ、国

や県のＩＣＴ政策との整合性を保ちながら、市の将来の目標像である「輝く未来

へ・・・みんなで創る希望の都市」をＩＣＴを利活用により実現することを目指して、

「第２次坂井市情報化計画」を策定するものです。 

 

 
 ＩＣＴ分野における技術の進歩が非常に著しく、長期の計画ではＩＣＴの革新や国、

県及び他の自治体の動向に対応できないため、計画の期間は、平成２５年度から平成

２９年度（2013 年度～2017 年度）までの 5 年間とします。なお、ＩＣＴの進歩

や社会情勢の変化を踏まえ、期間内にも必要に応じて見直していくこととします。 

 

 
 市の最上位計画である総合計画については、平成２４年度に前期基本計画を見直し

て、平成２５年度からの後期基本計画を策定しております。この第２次情報化計画は、

総合計画に掲げる「ＩＣＴ活用による利便性の高いサービス提供」を実現していくた

めの情報通信分野の計画として、さまざまな情報化施策を体系的に位置付けるもので

す。 

 

 

３．総合計画後期基本計画との関連性 

２．計画の期間 

１．計画策定の趣旨 
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本計画は、坂井市総合計画の情報通信分野における具体的な計画であるとともに、

坂井市の市民参画や協働のまちづくりをＩＣＴを活用して推進するための根幹とな

る計画です。この計画は、行政と市民、ＮＰＯ法人、ボランティア、事業者などが協

働して、国が掲げているｉ-Japan戦略2015※の実現を目指して施策を展開して行

くことによって、地域全体がＩＣＴの利便性を享受し、活性化していくためのもので

ある必要があります。そこで、基本理念を「ひととひと こころとこころ まちとま

ちがつながる ｉ-さかい」とし、スマートフォン※や携帯端末※からアクセスしてみ

よう、坂井市にアクセス（接近）してみよう、《アクセスしてみよっさかい（ｅ）》を

合言葉に地域情報化の推進を図ることとします。 

 

 

 

 

 

 
 

 

「第２次坂井市情報化計画」では、上位計画である「坂井市総合計画後期基本計画」

の 8 つの基本構想のそれぞれを達成するために、「市民ニーズの変化や多様化」「社会

情勢の変化」や「ＩＣＴの革新」を踏まえて、さまざまな情報化の施策を展開します。

また、社会保障・税共通番号制度※などの国や県の施策との整合を図り、市民満足度

の高いサービスの提供と効率的な「電子市役所」を実現するため、前計画と同様に 9

つ目の目標を設けます。 
 

（1）住民とともに育むまちづくり 

個性豊かなまちづくり活動を行う「まちづくり協議会」の活動について、主体性、

自主性を尊重し、必要な支援を行い、協働のまちづくりを進めていきます。 

また、公共施設の有効な活用などを図るなど行財政改革を進め、効率的で計画的

な行政運営を実施し、健全な財政運営に取り組みます。 
 

（2）多様な都市活動を支えるまちづくり 

計画的な土地利用の推進や市内の一体性・連携の強化を図るための骨格となる道

路網の整備を継続して取り組み、活力ある都市活動を展開していくための、自然と

調和した都市基盤の整備と高度情報化社会に順応した情報基盤の推進に取り組み

ます。 

５．計画の基本目標 

４．計画の基本理念 

ｉ-さかい とは 

  ＩＣＴが「空気」や「水」のように受け入れられ、坂井市全体を包括（インクルージョ

ン（Inclusion））し、暮らしの豊かさや、人と人のつながりを実感でき、また、ＩＣＴに

より、新しい活力を生み出し（イノベーション（Innovasion））、市民や坂井市全体が活力

を持って、新たな創造・革新に自発的に取り組める坂井市の実現を目指します。 

市民が、「助け合い」「支え合い」「出会い」「ふれ合い」、この 4 つのｉ（人と人とのつ

ながり）をＩＣＴを活用して実感できる坂井市を目指します。 



 

 3

（3）地域の活力を創造するまちづくり 

農林水産業については、従事者の高齢化や後継者不足など様々な課題があるが、

それらに対する取組を支援し、持続可能な農業、林業生産の振興、水産業の振興を

図ります。商工業においても、経営の安定化、企業誘致、産官学連携、雇用機会の

確保を図るなど、中小企業の振興を促進します。 
 

（4）安全で快適な暮らしを支えるまちづくり 

身近な生活道路の充実や公園・緑地の確保、上下水道の整備など、快適な居住環

境の形成に向けて積極的に取り組みます。また、地震や水害などの災害発生時に迅

速かつ適切に対応できるよう、「自助」「共助」「公助」を基本とした総合的な防災・

減災対策に取り組み、安全で安心して暮らすことができるまちを目指します。 
 

（5）美しい自然と共生するまちづくり 

環境に配慮したまちづくりをするため、家庭を含めた省エネルギー対策、太陽光

などの地域に密着した未利用エネルギー源の掘り起こしや有効活用対策、民間の力

を利用した循環型の環境対策などに取り組みます。 
 

（6）誰もが笑顔で暮らせるまちづくり 

多様化する保育ニーズに対応するため、幼保一元化や民営化を推進するなど安心

して子育てできる環境づくりを進めます。 

高齢者の健康増進、介護予防などによる自立した生活、障がいのある人の就労な

どによる自立した生活など、社会参加と生きがいづくりを推進します。 
 

（7）生涯を通じて学び・育つまちづくり 

子どもたちが自分らしさを発揮し、未来に夢を持つことができ、耐震補強工事に

より安心して学校生活を送れるような環境整備に取り組みます。 

生涯学習の拠点となる公民館の充実や文化活動、芸術活動の振興を図り、また、

平成３０年に開催される福井国体に向けた競技力の向上、施設の整備を推進します。 
 

（8）地域全体でもてなすまちづくり 

  魅力あふれる豊富な観光資源を活かした誘客、越前がになどの食のブランド化、

多様なメディアの情報発信の強化、機能の充実を図り、観光の振興に取り組みます。 
 

（９）基本目標を支えるための電子市役所の実現 

１）ＩＣＴを活用した市民サービスの向上 

市民に身近で、迅速なサービスを供給し、利便性の向上を図ります。 

２）行政の簡素化・効率化 

業務の効率化、組織の見直しなどの行政改革を進めます。 

３）情報セキュリティ対策の強化 

多発するサイバー攻撃※などに対抗できる情報セキュリティ対策のレベルアッ

プを図ります。特に、情報漏えい事案の予防に積極的に取り組みます。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１．前計画（2008～2012）の目標 

２．前計画（2008～2012）の検証方法 

３．前計画（2008～2012）における 

情報化施策の実施状況 

４．庁内情報化の現状 

５．市民満足度調査における情報化に対する

現状と市民ニーズ 

第１次坂井市情報化計画の検証と市民ニーズ 

第 章 ２ 
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 平成２０年３月に策定した第１次坂井市情報化計画では、市の将来像である「輝く

未来へ・・・みんなで創る希望の都市」の実現をＩＣＴを活用することで支援し、総

合計画において、まちづくり実現のために定めた８つの基本目標を達成するために、

必要な情報化施策を市民や事業者等との連携、協働により計画的に展開してきました。 

 また、行政サービスの顧客は市民であり、市民の立場に立った行政サービスの提供

と、「利便・効率・活力を実感できる電子自治体の実現」を目指し、着実に推進する

ための推進施策を総合計画の 8 つの基本目標とは別の柱を設け体系化し、市民満足度

の向上と効率的な電子市役所の実現に向けて取り組んできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次坂井市情報化計画でも 

この体系を継続します。 

 

 

 

 

 

 

第２次情報化計画 ９つの基本目標 

（1）住民とともに育むまちづくり 

（2）多様な都市活動を支えるまちづくり 

（3）地域の活力を創造するまちづくり 

（4）安全で快適な暮らしを支えるまちづくり 

（5）美しい自然と共生するまちづくり 

（6）誰もが笑顔で暮らせるまちづくり 

（7）生涯を通じて学び・育つまちづくり 

（8）地域全体でもてなすまちづくり 

（9）基本目標を支えるための電子市役所の実現 

１．前計画（2008～2012）の目標 

 

（１）住民とともに育むまちづくり 

（３）地域の活力を創造するまちづくり 

（４）安全で快適な暮らしを支えるまちづくり 

（５）美しい自然と共生するまちづくり 

（６）誰もが笑顔で暮らせるまちづくり 

（７）生涯を通じて学び・育つまちづくり 

（８）地域全体でもてなすまちづくり 

基 

本 

目 

標 

（９）電 子 市 役 所 の 実 現 

１）ＩＣＴ
※ 

 を活用した住民サービスの向上 

２）行政の簡素化・効率化 

３）情報セキュリティ対策の強化 

（２）多様な都市活動を支えるまちづくり 

坂井市情報化計画 

前情報化計画の体系図 
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 第１次坂井市情報化計画で掲げました２８施策について、情報化アクションプログ

ラム（実施計画）を作成して取り組んできました。特に、重要施策と位置づけた８施

策につきましては、重点課題として取り組みました。全ての施策の実施状況について、

担当する部署および庁内各部の代表者による会議「情報化推進委員会」で協議を行い

ながら、時系列に検証しました。その検証結果に基づいて、第１次の期間中に事業完

了・終了している施策、今後、第２次情報化アクションプログラム（実施計画）に継

続して実施する施策を分類しました。前計画から引き続き、今回も継続するものは、

次期継続欄に「○」、また、前計画期間内に事業完了したものは「完了」、施策を実施

してきたが、事業が終了したものや実施が困難なため継続できないものについては

「終了」としています。 

 

（1）住民とともに育むまちづくり 

  1）ＩＣＴによる市政情報の公開と住民参加の支援 

① ホームページの機能拡充                    重点施策 １ 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    リニューアルした新ホームページにおいてもＣＭＳ※を導入したことに

より、全所属で作成するページのデザイン・レイアウトが統一されまし

た。職員においては、ページの更新が容易に行うことができ、ページを

閲覧する市民にとっては見やすいホームページとなりました。さらに、

音声出力、携帯電話に対応したページとなりました。また、観光の都市

にふさわしいページとなるよう、「観光情報」「イベント」のボタンをトップ

ページに配置し、情報の取得のための検索方法の充実が図られまし

た。 

 しかし、CMS※で全職員が掲載できる仕組みが構築されているが、情

報掲載への意識が低調な点が課題となっています。 

○ 

21 

･ホームページ推進組織設置 

･現ホームページの検証 

･新システム導入検討 

22 
･新ホームページ構築 

･新 CMS 職員操作研修 

23 ･新ホームページ運用 

24 〃 

 

② ＦＡＱ※サイトの構築 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 
・現ホームページの「よくある質

問」の情報公開促進 

 新ホームペーでは、トップページから主な生活シーン 7 項目ごと「こん

なときには」に、得たい情報の検索を行うことができるボタンを配置し、
○ 

３．前計画（2008～2012）における情報化施策の実施状況 

２．前計画（2008～2012）の検証方法 
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21 

･現ホームページの「よくある質

問」の情報公開促進 

･他自治体の調査、資料収集 

「よくある質問」の内容を公開しました。また、各課のページにおいて

も、電話等で問い合わせのある内容を掲載し、ＦＡＱ※の充実を図って

います。 

 「こんなときには」のボタンによっては、掲載情報が不足しており、市

民が必要としている情報に辿りつかない状況も見受けられます。各課

によって、ホームページへの掲載する必要性について温度差があり、

掲載されている情報量に大きな差が見受けられる状況となっていま

す。 

22 〃 

23 ・新ホームページ運用 

24 

〃 

 

  2）ＩＣＴによるコミュニティの活性化 

① 地域ＳＮＳ※の構築                       重点施策 ２ 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    地域活性化や地域のつながりを目的に、平成２１年１０月、さかい地

域 SNS（愛称：「わいわ e-ねっとさかい」）の運用を開始しました。平成２

４年８月時点で、登録者数 774 人、コミュニティ数 161、ブログ数 20,136

件となっています。 

運用開始当初は、各々がブログやコミュニティで繋がりをみせ、登録

者も順調に増えていきましたが、現在は、市民への PR 不足や次々と設

置される一般のコミュニティサイトの影響により、登録者数が伸び悩

み、導入当初の目的である地域活性化や地域のつながりに結びつき

にくい状況となっています。 

また、運営は、「NPO法人ソーシャルネットさかい」がおこなってきまし

たが、平成２４年４月より、市の直営に移行し、同年１０月、市からの情

報発信強化のため、各部署・施設のユーザを作成し、市からの情報発

信のツールの一つとして情報掲載促進を図っています。 

 今後、こういった全世界的に展開されるコミュニティサイトとの独自性

をどう考え、展開していくかという運営方針の確立が、運営主体のあり

方を含めて、課題となっています。 

○ 

21 

･愛称:「わいわ e-ねっとさかい」

に決定 

･7 月より仮運用開始、10 月 1

日より本番稼働 

･NPO ソーシャルネットさかいが

運営 

22 
･広報による周知 

･参加者募集活動 

23 ･参加者募集活動 

24 ･市直営による運営に移行 

 

（2）多様な都市活動を支えるまちづくり 

   1）まちづくりに関する情報提供 

① 都市計画情報インターネットサービスの提供                     

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 
・都市計画総括図を地図情報

としてインターネット公開 

 国土地理院が配信している「電子国土」の仕組みを用いて、地図情報

(坂井市 WebMap)として「都市計画総括図」を公開したことで、市民や事
○ 
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21 

  業者が用途地域や建築制限等の土地利用規制をいつでも閲覧可能な

状態となり、サービスの向上と事務の効率化が図られました。また、同

様に「坂井市百景」を公開し、景観に対する市民の高揚を図るととも

に、市の魅力を地図情報から配信しました。 

 今後、市民、事業者の都市計画に関する理解を深め、都市計画施策

への協力を促進するため、更なる都市づくりの方針（土地利用、道路、

公園等)を明示していく必要があります。また、庁内で使用している統合

型 GIS※の情報を坂井市 WebMap（電子国土）へ情報を反映すること

が、技術的に困難な点が課題となっています。 

22 
・坂井市百景を坂井市 WebMap

により公開 

23   

24 

  

 

（3）地域の活力を創造するまちづくり 

1）ＩＣＴによる商店街の活性化 

   ① 商店街ＩＣＴ化への支援                                     

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 

・旧町地元商業者でポイントカ

ード運用 

・補助制度活用への周知 

 三国（かにカード）、丸岡（しろまるカード）、春江（ゆりカード）、坂井

（urano カード）を旧町地元商業者でポイントカードとして運用していま

す。市街地の活性化や魅力づくりを推進するために、ポイントサービス

機能を付加した 4 町で統一した同様のカードの構築を試みたが、統一

には至っていない状況です。 

 商店でポイントカードをはじめとした、ICT を活用するには、商店の

ICT 環境整備が必要となる上に、ポイントのマイナス分（手出し分）をど

こが負担するのかを検討する必要があります。 

○ 
21   

22   

23   

24 
  

 

（4）安全で快適な暮らしを支えるまちづくり 

1）ＩＣＴを活用した防災・防犯情報の提供 

① 安心安全情報ネットワーク※の運用拡充             重点施策 ３ 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 
・安全安心情報ネットワークシ

ステム運用 

 安全で安心して暮らすことのできるまちづくりの一環として、旧丸岡町

で構築したシステムを全市で利用可能となるよう整備した「坂井市安心

安全情報ネットワークシステム」の有効性と利用拡大を図るため、広報

誌に掲載しＰＲを行いました。また、防犯隊等の防犯組織での活用を行

いました。利用者へ安心・安全に関する情報を正確かつ迅速に配信し

ました。 

 システムを運用している機器およびシステムの保守が旧丸岡町で構

築した時のままであり、近年、故障も頻発しており、別の仕組みを導入

する必要があります。 

○ 

21 〃 

22 〃 

23 
・安全安心情報ネットワークシ

ステムサーバ SSL 認証更新 

24 
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② ホームページによるハザードマップ※の公開                     

年

度 
実施内容  現状と課題 

次期 

継続 

20    洪水・土砂ハザードマップ、地震ハザードマップ、津波ハザードマップ

を紙媒体で各戸配布を行ないましたが、インターネットでも、それぞれ

のハザードマップ※を公開し、浸水情報や危険情報、避難方法などに関

する情報やマップの活用方法を住民にわかりやすく提供し、人的被害

の未然防止や災害に対する啓発を図ってきました。インターネットを利

用した地図情報として「坂井市 WebMap」でも公開を行ない、1 つの画面

でそれぞれのハザードマップ※をページ切替することなく閲覧できるよう

な仕組みを構築し、それぞれのマップを重ね合わせることもできるよう

になりました。 

完了 

21 
・洪水・土砂ハザードマップ公

開 

22   

23 ・地震ハザードマップを公開 

24 ・津波ハザードマップを公開 

 

（5）美しい自然と共生するまちづくり 

  1） 環境保全に向けたＩＣＴの活用 

① ＩＣカードを利用したエコポイントの研究                   

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 ・空き缶ポイント運用  リサイクル活動推進のため、旧丸岡町で実施していた空き缶とペット

ボトル回収のエコポイント付与システムを継続してきました。回収機の

維持管理費用と、事業成果の費用対効果を考慮し、平成２４年９月２８

日でこの事業を終了しました。 
終了 

21 〃 

22 〃 

23 〃 

24 
・9/28 空き缶ポイントカード廃

止 

 

（6）誰もが笑顔で暮らせるまちづくり 

1）ＩＣＴによる福祉の充実 

① 保健医療福祉情報ネットワークの構築                           

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 

・歩数計貸し出し 

・がん検診電子申請メニュー登

録運用 

 市が実施する特定健診において、数値に異常が見受けられた受診

者（特定保健指導対象者、通称メタボ）のうち、希望される方に「歩こっ

さ！さかい」で使用する歩数計の貸し出しを一定期間行い、数値の改

善に寄与しました。 

また、各種がん検診の申込を電子申請で行えるようにし、受診率の

向上に努めました。  

○ 21 〃 

22 〃 

23 〃 

24 〃 
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2）ＩＣＴによる健康づくりの推進 

① 健康づくりシステムの機能拡充                重点施策 ４ 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 
・歩こっさ運用 

・利用促進・利用者の拡大 

 旧丸岡町で実施していた IT 歩数計データ取込システム（歩こっさ！さ

かい）を市民の健康増進のため、全市で行うことができるようになりまし

た。平成２４年１２月現在、市内の公民館や保健センター、総合支所

等、17 か所に設置しており、今後も順次、施設に装置を増設していく予

定をしています。 

 現在のシステムは、歩数計の種類が特定されており、参加するには

対応できる歩数計が必要となっています。これが原因となって、利用者

が伸び悩んでいると思われるため、今後は、近年普及が進んでいる携

帯端末にも対応するような仕組みを考えていく必要があります。 

○ 

21 〃 

22 ・歩数計取込装置増設 

23 ・利用促進・利用者の拡大 

24 ・H24.6 歩こっさサーバ更新 

 

（7）生涯を通じて学び・育つまちづくり 

   1） ＩＣＴによる生涯教育の充実 

① ＩＣＴ教育の推進                       重点施策 ５ 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    高椋公民館にマルチメディア研修室を開設し、パソコン 26 台、プロジ

ェクタ、スクリーン等を設置し、市民がインターネットをできる環境を整え

ました。NPO 法人による、高齢者向けの IT 教室が実施される等、かな

り利用率も高く研修室の利活用が図られています。 

 パソコンのＯＳ※の進歩と、携帯端末※などの情報機器の多角化が進

展しており、個人が所有する機器と研修室に設置する機器とが異なる

ことが多くなると想定されます。今後、研修室にインターネット環境は維

持するとしても、機器の設置や更新を行うことは、検討する必要があり

ます。 

○ 

21 
・マルチメディア研修室のパソ

コン 26 台入替 

22   

23 
･新高椋公民館研修室開設 

･生徒用モニター設置 

24 

  

 

② 公開用端末の設置                                              

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    市内の図書館４館（三国 1 台、丸岡 3 台、春江 2 台、坂井 2 台）に公

開用端末を設置し、図書館への来館者がインターネットを使用できる環

境を整えています。利用者が安全に使用できるように、公開用の全端

末にフィルタリングを施して有害サイトの閲覧ができない環境になって

います。  

 公衆無線 LAN※（Wi-Fi※）を使用できる施設が増加してきており、今

後、公開端末の設置を継続するか、公衆無線 LAN※の整備を検討する

必要があります。 

○ 

21 ･図書館４館に公開用端末設置  

22   

23   

24 
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③ 図書館システムの統合                                          

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 
・導入に向けて、課題等の検討

及び準備 

 平成２３年１月、市内図書館 4 館を統合したシステムを導入し、訪れ

た館以外の蔵書の確認や予約状況の把握、図書の予約が可能となり

ました。また、インターネットから 4 館にある蔵書の確認、借受の予約が

可能となりました。４館で統一された１枚の図書カードで 4 館の蔵書借

受が可能となりました。システムを統合するために４館をつなぐ専用の

ネットワーク回線を開設しているために、運用に伴う費用が高額となっ

ています。 

システムの導入に併せて、住民基本台帳カードを図書館カードとして

使用可能（多目的利用）となりましたが、住民基本台帳カードを普段か

ら携帯する人が少ないため、利用状況は低調なものとなっています。  

完了 

21 〃 

22 

･H23.1.6 ４館統合図書館シス

テム稼動 

･住基カードで図書館利用カー

ドに対応（多目的利用） 

23   

24 
  

 

2）ＩＣＴを活用した文化振興 

① 文化財デジタルミュージアム※の開設                           

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期

継続 

20 市文化財の選定  国指定文化財 15 件、国登録文化財 11 件、県指定文化財 25 件をホ

ームページで紹介しました。また、市指定文化財の見直しを行い、調査

をした上で、掲載の許可を得られたものについて、平成２２年より、ホー

ムページで写真等を公開しています。文化財の盗難や破損の恐れが

あり、所在を公開することが困難な文化財もあるため、見学ルート等の

情報公開は検討が必要です。また、平成２３年４月１日に制定された坂

井市登録文化財制度についてホームページで制度を紹介し、保存する

事が望ましい文化財を登録し、保護と周知を図っています。 

○ 

21   

22 
市文化財一部インターネット公

開 

23   

24   

 

② 文化財保護関係の規制などの公開                                

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 ・提出様式の公開  東尋坊の保存管理計画については、官民境等、土地の境界が不確

定で実施が困難となっています。また、周知の埋蔵文化財包蔵地にお

ける届出等について情報を紹介するとともに、提出の様式をホームペ

ージで公開しました。周知の埋蔵文化財包蔵地を示した遺跡地図につ

いては、福井県が作成し、インターネットで公開しています。 

終了 

21   

22   

23   

24   
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3） 学校教育のＩＣＴ化 

① 学校における情報活用環境の充実                                

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    校務用パソコン、全普通教室に 42 インチデジタルテレビの配備を実

施しました。また、全学校にコンピュータ室を整備し、児童および生徒

がパソコンを使用できる環境を整備しました。老朽化したコンピュータ

室のパソコンについては、順次、更新を実施しており、耐震工事に併せ

て無線 LAN※の整備を実施して、更なる情報活用環境の整備を行なっ

ています。 

 情報の環境構築を学校ごとに行っているため、現状では差がありま

す。また、機器の保守や運用も各学校が行っており、市の管理が困難

になっています。 

○ 

21 
･校務用パソコン整備 

･デジタルテレビの整備 

22   

23   

24 

三国中学校、大関小学校機器

更新、校内無線 LAN アクセス

ポイント設置 

 

（8）地域全体でもてなすまちづくり 

1） ＩＣＴを活用した観光情報の発信 

① 観光用ホームページでの情報発信                                 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 
・Ｈ19 観光用ホームページ「坂

井市観光ガイド」開設 

 平成１９年度に市が作成した坂井市観光用ホームページ「坂井市観

光ガイド」を開設しました。更に、平成２３年度には、坂井市観光協会が

作成した「web 旅ナビ坂井」を開設し、観光モデルコースや宿泊の案内

を行なっています。「web 旅ナビ坂井」では、宿泊の窓口情報を見やすく

充実させて、知りたい宿やホテルを比較・検索したり、料金からも検索

することができるようになるなど、機能が大きく充実しました。 

○ 

21  

22   

23 
・坂井市観光ガイド「web 旅ナビ

坂井」開設 

24   

 

（9）基本目標を支えるための電子市役所の実現 

  1）ＩＣＴを活用した住民サービスの向上 

① 電子申請・施設予約システムの拡充              重点施策 ６ 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 
・電子申請メニューの検討・追

加公開 

 市民から馴染みやすく、手続きしやすいイベント等の「募集」を中心

に、電子申請可能なメニューに追加登録して、利用促進に努めてきま

した。  

 しかし、市役所の手続きが窓口に出向いていただかないと完了しな

い事項が多く、利用が伸び悩んでいます。 

 施設予約サービスについても、これまでの電話による受付と、インタ

ーネットによる受付を共存させることが非常に難しく、各施設の空き情

報を公開することのみにとどまっています。 

○ 

21 〃 

22 〃 

23 
・H24.2 電子申請・施設予約シ

ステム更新 

24   



 

12 

② 住民基本台帳カードの多目的利用の研究                        

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    平成２１年より県立図書館で、また、平成２３年に実施した市図書館

のシステムの更新に併せて、図書館カードとしての利用が可能となりま

した。また、印鑑登録証と兼ねてワンカード化することも可能となりまし

た。確定申告をインターネットで行える e-TAX※の普及促進により、発

行枚数が大幅に伸びています。 

 図書館に住民基本台帳カードを持参することに抵抗があること等から

図書館カードとしての利用は低調となっています。また、社会保障・税

共通番号制度※が開始されると、カード自体を使用しないことが想定さ

れますので、制度の内容や動向を見極めて対応していく必要がありま

す。 

完了 

21 

･福井県立図書館利用カードと

して利用提供 

･本庁舎入口に証明書自動交

付機を設置。 

22 
・H23.1 坂井市図書館利用カー

ドとして利用提供 

23   

24 
  

 

③ 証明書自動交付機※の設置                                    

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    本庁の正面玄関に設置されており、土日祝日、時間外（平日 7:30～

20:00、休日 8:30～17:30）でも証明書（住民票の写し・印鑑登録証明書・

所得課税証明書）を取得できるようになりました。また、同様に、県内

22 か所の自動交付機で共同利用可能となっています。 

 多目的利用などの利用促進策を講じていますが、利用が伸び悩んで

おり、運用に要する費用が高額であるため、他団体で増加しているコン

ビニ交付の導入も視野に入れて証明書交付について仕組みの検討が

必要です。また、社会保障・税共通番号制度※が開始されると、自動交

付機によるサービスが不必要となる可能性があります。 

完了 

21 H22.3 本庁正面玄関に設置 

22   

23   

24 

  

 

④ ワンストップサービス※の研究                                

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    転入・転出、出生等、複数の課にまたがる手続きを一つの窓口で一

度に完了できる仕組みづくりを構築するため、職員自主研究グループ

で「総合窓口検討グループ」を設置し研究を行いました。その結果を元

にして、本庁の課の配置や窓口機能の充実が図られました。坂井地区

以外は総合支所機能が充実しており、ワンストップサービス※がおおむ

ね実行されています。 

 今後、支所での対応業務や人員配置によっては、システム化が必要

となる可能性があります。 

○ 

21 

・職員自主検討グループで「総

合窓口検討グループ」を設置

研究 

22   

23 H23.10.31 基幹系システム更新 

24 
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⑤ 歳入手続きの電子化の推進                                     

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    平成１８年より、水道料金についてコンビニ収納※を実施してきました

が、平成２３年１０月３１日より、新基幹系システム※の更新と併せて 4

税（固定資産税、市民税、国民健康保険税、軽自動車税）のコンビニ収

納※も対応できるようになりました。新システムには、クレジット収納※に

も対応できる機能を備えていますが、費用対効果を考慮して導入を見

送りました。今後も、他の業務でのコンビニ収納※への対応や、ＭＰＮ

（マルチペイメントネットワーク※）などの他の公金収納チャネル※の導入

について検討する必要があります。 

○ 

21 

・新システムの業務要求書に

MPN,コンビニ納付、クレジット

収納対応を要求 

22   

23 
・H23.10.31 新基幹系システム

稼動。4 税のコンビニ収納開始 

24 
  

 

2） 行政の簡素化・効率化 

① 情報システムの最適化                                         

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    これまで基幹系システム※は、福井坂井地区広域市町村圏事務組合

（福井市、あわら市、坂井市、永平寺町）で共同利用してきましたが、福

井市が、平成２１年度に単独運用に移行したため、他の3市町で平成２

３年１０月３１日稼動実施に向けてシステムの再構築を行ないました。

LASDEC が公募した平成２２年度「自治体クラウド・共同アウトソーシン

グ移行促進事業」の事業実施団体に選定され、災害に強く、業務の効

率化を図ることができるクラウド※システム（自治体クラウド※）を導入し

ました。財務会計や文書管理などの内部情報システム※については、

平成２４年４月１日にクラウド※型のシステムにより更新しました。また、

平成２３年度に庁内ネットワークの再構築を行なって、業務の効率化と

使用端末の削減に取り組むと共に、これまで以上にセキュリティを向上

させたネットワークを構築しました。 

 今後も、情報システムやネットワークの最新技術情報の収集を行いな

がら、機器の更新やシステム更新を行っていく必要があります。 

○ 

21 
・富士通総研により広域圏新シ

ステム企画提案書作成 

22 
・H22.7 新基幹系システムプロ

ポーザル実施 

23 

・ネットワーク最適化 

・H23.10.31 基幹系システム更

新（自治体クラウド） 

24 

・H24.4.1 内部情報系システム

（水道料金含む）更新（クラウド

型システム） 
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② 地理情報システムの拡充                   重点施策 ７ 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20 

・H19 庁内 WebGIS 導入、坂井

市 WebMap 公開 

 平成１９年度に合併補助金を活用して統合型 GIS※を導入し、庁内で

所有している地図情報の利活用を行っています。市民や事業所向けに

は、坂井市 WebMap を使用して、庁内 GIS で登録した情報をインターネ

ット配信しています。地図情報は、庁内向け、インターネット公開とも

に、順次、登録情報を追加しているところです。統合型 GIS※の導入か

ら 5 年が経過し、地図情報が現況と異なる箇所が見受けられてきまし

たので、経費を最小限に抑えながら基盤地図を更新する必要がありま

す。 

 登録した情報が初期のまま更新されないことがあり、整備された地図

情報が置き去りになっているものもあり、情報更新の必要性について、

職員の意識改革が求められます。 

○ 

21 ・メニュー追加、データ更新 

22 〃 

23 〃 

24 〃 

 

③ 電子調達（入札）システムの構築                              

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    入札事務の簡易化、透明化を図るため、システム構築の検討を行な

っていたところ、費用や業務の効率化等から、県と他の市町と共同運

用することが最も効果的であったため、県が構築したシステムで電子

入札を導入しました。調達業務自体のスピードアップやコストの削減に

大きな効果があり、事業者は、会社から直接手続きができるので、時

間的な制約が大きく改善されました。 

完了 

21 
・県が構築した電子入札システ

ムを共同利用 

22   

23   

24   

 

④ 行政評価システムの構築                                       

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

20    施策・事務事業について、予算に関連させる行政評価システムを構

築し、施策・事務事業の継続、再編・整理、廃止・統合に向けての取り

組みを開始しました。システムを活用した施策・事業等の評価結果分

析を実施して、市のホームページで評価結果を公開しているところで

す。 

 構築した現在のシステムは、マイクロソフトアクセスで構築されていま

すが、予算や決算と関連付ける作業が、煩雑で困難なところがあり、シ

ステムの改修あるいは見直しが必要となっています。 

○ 

21   

22 
・事務事業評価システム

（Access 版）構築 

23 
・施策評価システム（Access

版）構築 

24 
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  3） 情報セキュリティ対策の強化 

① 情報セキュリティ対策の推進                 重点施策 ８ 

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

毎年度内部監査実施 

 情報技術の進歩は目まぐるしく、日々進化しており、そのことに伴っ

て、セキュリティを脅かす技術も高度化しています。毎年度、内部監査

及び評価、職員一人ひとりの自己点検を実施し、その結果を庁内に公

開して、対応策や運用について注意喚起を行いながら、セキュリティ対

策の水準の向上に努めてきました。各課に配置されたセキュリティ担当

者が「ｅ－ラーニング※」によるセキュリティ研修に参加し、業務での

USB の使用方法の徹底等、セキュリティレベルの向上を図りました。 

 しかしながら、個々の職員のセキュリティ意識や知識が薄いために注

意喚起を行ってもそのとおり実施されないこともあり、対策の徹底につ

いて方策を考えていく必要があります。 

○ 

 

② 個人情報保護の徹底                                            

年

度 
実施内容 現状と課題 

次期 

継続 

毎年度実施 

 情報化の進展に伴い、さまざまな住民サービスおよび住民の情報提

供が可能となりました。そのことに比例して、個人情報の取扱いが非常

に重要となるため、職員に対して、情報提供の手順等、運用面での個

人情報保護を取り組んできました。また、市民から個人情報を取得する

際に、その使用目的を明記し限定する等、個人情報の取扱いについて

注意喚起を行ってきました。 

 しかし、個人情報の取り扱いが充分に、徹底されていないところもあ

り、更に職員個々に個人情報保護の徹底をしていく必要があります。 

○ 

 

＜市民への情報提供＞ 

市民や事業者への電子による情報発信の手段として、市のホームページと地域ＳＮ

Ｓ※「わいわｅ－ねっとさかい」を活用しています。ホームページについては、アク

セシビリティ※などに配慮して平成２３年４月にリニューアルし、市民情報、事業者

情報、観光情報、イベント情報などの提供を行っております。また、平成２１年１０

月に運用を開始した地域ＳＮＳ※「わいわｅ－ねっとさかい」では、各部署からの行

政情報やおしらせを発信するとともに、電子上での地域交流の場として提供していま

す。 

また、平成１９年３月より、福井県と県内全１７市町で電子申請・施設予約サービ

４．庁内情報化の現状 
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ス「ふくｅ－ねっと」の共同運営を行なっています。電子申請サービスでは、電子に

よる行政手続きが可能なメニューを随時追加しており、施設予約サービスでは、公共

施設の使用状況をインターネット上で確認ができるように情報提供を行なっていま

す。平成２４年３月にリニューアルされ、両システムともに見やすく、利用しやすく

なりました。 

坂井市の地理情報については、国土地理院が配信している電子国土の仕組みを用い

た「坂井市Ｗｅｂ Ｍａｐ」により、ハザードマップ、避難所、都市計画総括図、Ａ

ＥＤ設置場所、投票所、公共施設、コミュニティバスのルート図やバス停の場所など

の地図情報をインターネット上で公開しています。 

 

＜基幹系システム※の整備＞ 

これまで基幹系システム※は、福井坂井地区広域市町村圏事務組合において、福井

市・坂井市・あわら市・永平寺町で共同利用してきました。しかし、平成２１年度に

福井市が単独運用に移行したため、他の２市１町でシステムを再構築し、平成２３年

１０月３１日より稼働しています。導入にあたり、自治体クラウド※システムを採用

して、住民記録、税、国民年金、保育料、福祉など 25 業務の運用と 4 税（固定資産

税、住民税、軽自動車税、国民健康保険税）のコンビニ収納※を開始しました。 

 

＜内部情報システム※の整備＞ 

合併時から利用していたシステムの保守期限が到来したことと、各システムがパソ

コンのＯＳ※の進歩に対応ができなくなったことから、平成２２年度より情報化推進

委員会などの庁内のシステム検討会議で協議を重ねて、業務の継続化や効率化、セキ

ュリティ対策などに優れたクラウド※型のシステムを採用し、平成２４年４月より、

グループウェア、財務会計、文書管理、庶務事務、源泉管理などのシステムの運用を

開始しました。 

 

＜庁内ネットワークの最適化＞ 

 合併時から利用してきたネットワーク機器の保守期限が、平成２２年度末に到来す

ることを機会に、平成２２年度の１年間をかけて事業者と坂井市ネットワーク最適化

計画を策定し、市の庁舎内、庁舎間（本庁・支所）および施設間のネットワークの見

直しを行いました。合併時と比較して、支所の機能や職員数が減少している現状から、

可能な限り機器を削減して本庁に集約し、更新費用を抑えました。 

 また、システムのクラウド※化に備えて、大容量通信ができるよう高速化を図ると

ともに、可能な限り冗長化※を施して切断することが少なく、しかもセキュリティに

配慮したネットワークを構築しました。 
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 情報化に関する市民の現状とニーズを把握するため、平成２３年１１月から１２月

にかけて「坂井市市民満足度調査」を実施しました。 

市民満足度調査は、平成２３年１１月１日現在で、本市に住所を有する満２０歳以

上の市民の中から男女別に 2,400 名を無作為に抽出し、調査票の郵送による配布、

同封した返送用封筒での郵送回収による方法で実施し、962 名の方から回答をいた

だきました。（回答率 40.1％） 

この調査の情報化に関する項目の集計結果は、以下のとおりとなりました。 

（1）パソコンの所有と利用状況 

パソコンの所有と利用状況別で見ると、「家 

のパソコンでインターネットを使っている」 

の割合がもっとも高く 62.5％となっていま 

す。 

 

 

 

 

（2）携帯電話の所有状況 

 携帯電話の所有状況別で見ると、「持って 

いる」の割合は 87.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．市民満足度調査における情報化に対する現状と市民ニーズ 

家の

パソコンで
インター

ネットを

使っている
62.5%

家にパソコ

ンはある
が、イン

ターネット

はつながっ
ていない

12.5%

家に

パソコンは
ない

17.2%

わからない

6.8%

無回答

1.1%

持って

いる

87.9%

持ってい

ない

11.3%

無回答

0.7%
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30.0%

16.9%

2.3%

0.9%

1.8%

12.0%

12.5%

16.2%

21.8%

39.4%

34.6%

10.7%

4.6%

17.5%

40.3%

31.9%

48.8%

39.8%

17.9%

24.4%

27.3%

21.3%

28.2%

22.1%

25.8%

15.6%

18.5%

7.1%

13.2%

48.9%

62.1%

42.6%

15.5%

20.1%

8.7%

11.4%

5.6%

10.8%

10.8%

11.1%

10.0%

10.1%

9.8%

10.7%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市が発行する情報紙

（広報さかい、市議会だよりなど）

市からのお知らせ通知

市のホームページ

地域ＳＮＳわいわe-ネットさかい

市に電話などで問合せをする

新聞、タウン誌などの印刷物

テレビ、ラジオ、ケーブルテレビなどの放送

家族、知人など、人から聞く

区（自治会）などの掲示板や回覧板

よく利用する たまに利用する あまり利用しない まったく利用しない 無回答

 （3）市が発信する情報を得る手段について 

＜設問＞あなたは、現在、市などからのお知らせやサービス・制度に関する情報を得る手

段として、以下の情報サービス項目をどの程度利用していますか？1 から 9 の項目

ごとにあてはまる番号を 1 つ選んで○をつけてください。 

＜集計結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
情報サービス項目 

よく 

利用する 

たまに 

利用する 

あまり 

利用しない 

まったく 

利用しない 

１ 市が発行する情報紙（広報さかい、市議会だよりなど） １ ２ ３ ４ 

２ 市からのお知らせ通知 1 ２ ３ ４ 

３ 市のホームページ １ ２ ３ ４ 

４ 地域ＳＮＳわいわ e-ネットさかい １ ２ ３ ４ 

５ 市に電話などで問合せをする １ ２ ３ ４ 

６ 新聞、タウン誌などの印刷物 １ ２ ３ ４ 

７ テレビ、ラジオ、ケーブルテレビなどの放送 １ ２ ３ ４ 

８ 家族、知人など、人から聞く １ ２ ３ ４ 

９ 区（自治会）などの掲示板や回覧板 １ ２ ３ ４ 
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30.7%

15.3%

22.2%

24.0%

35.3%

25.2%

28.2%

24.9%

3.8%

15.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

市の政策に関する情報

市内の学校に関する情報

市内の観光情報

市内の商業・産業などに関する情報

生活全般に関する情報

市内のイベント情報

防災に関する情報

防犯に関する情報

その他

無回答

「よく利用する」「たまに利用する」と回答した市民の割合を見ると、「市が発行

する情報誌」は 69.4％と、もっとも高く、次いで「家庭、知人など、人から聞く」

65.0％、「区（自治会）などの掲示板や回覧板」61.6％となっています。 

一方で、「あまり利用しない」「まったく利用しない」の割合を見ると、「地域Ｓ

ＮＳわいわ e-ねっとさかい」は 83.4％、「市のホームページ」76.2％などとなっ

ています。 

 

（4）市から発信される情報の不足について 

＜設問＞市からの情報サービスで不足していると感じるのはどのようなことですか？次の

中からあてはまるものに、いくつでも○をしてください。項目の中にあてはまる内

容がない場合は、その他として記入欄にご記入ください。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜集計結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  市の政策に関する情報 

２  市内の学校に関する情報 

３  市内の観光情報 

４  市内の商業・産業などに関する情報 

５  生活全般に関する情報 

６  市内のイベント情報 

７  防災に関する情報 

８  防犯に関する情報 

９  その他（                                       ） 
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順位 施策名（質問項目） 満足度

1 13 上水道の整備 57.8%

2 14 下水道の整備 50.4%

3 18 ゴミの減量化、資源化の推進 42.9%

4 26 健康づくりの推進 36.5%

5 33 歴史・文化の保存、継承 27.8%

6 30 学校の教育環境の充実 23.9%

7 35 ｽﾎﾟｰﾂをする機会や場所の提供 23.6%

8 17 自然景観や歴史的街並みの保全 23.3%

9 11 地域安全安心対策の推進 22.5%

10 15 公園・緑地の整備 22.0%

11 5 情報化の推進 21.8%

12 34 芸術文化に親しむ機会の提供 20.4%

13 21 子育て家庭への支援 19.8%

14 1 市民と行政の協働 19.0%

15 31 多様な生涯学習機会の提供 16.6%

16 19 公害などの環境汚染の防止 16.3%

17 29 幼児教育の充実 16.3%

18 20 地域福祉の支援体制 16.1%

19 32 青少年の健全育成 11.4%

20 28 医療保険制度の充実 11.1%

21 12 住環境の整備 10.8%

22 22 高齢者への支援 10.4%

23 7 水産業の振興 9.3%

24 25 人権尊重の社会づくり 9.0%

25 27 地域医療体制の充実 8.2%

26 10 防災対策の推進 8.1%

27 24 男女共同参画社会の推進 7.5%

28 4 道路網の整備 5.3%

29 6 農林業の振興 4.0%

30 23 障がい者への支援 3.0%

31 36 観光の振興 -1.4%

32 37 国際交流の推進 -3.2%

33 2 行政改革の推進 -5.4%

34 16 公共交通網の整備・充実 -6.3%

35 3 計画的な土地の活用 -12.2%

36 8 商工業の振興 -17.4%

37 9 雇用環境の整備 -17.8%

57.8%

50.4%

42.9%

36.5%

27.8%

23.9%

23.6%

23.3%

22.5%

22.0%

21.8%
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19.8%

19.0%

16.6%

16.3%

16.3%

16.1%

11.4%

11.1%

10.8%

10.4%

9.3%

9.0%

8.2%
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4.0%

3.0%

-1.4%

-3.2%

-5.4%

-6.3%

-12.2%

-17.4%

-17.8%

-40.0% -20.0% 0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

市から発信されている情報の不足している項目について、「生活全般に関する情

報」が 35.5％ともっと高く、次いで「市の政策に関する情報」30.7％、「防災に

関する情報」28.2％となっています。 

 

 情報化の推進に対する市民の満足度と重要度の結果は以下のとおりです。 

＜満足度グラフ＞ 
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順位 施策名（質問項目） 重要度

1 22 高齢者への支援 20.4%

2 2 行政改革の推進 19.2%

3 9 雇用環境の整備 18.8%

4 10 防災対策の推進 16.7%

5 16 公共交通網の整備・充実 15.1%

5 21 子育て家庭への支援 15.1%

7 30 学校の教育環境の充実 13.9%

8 4 道路網の整備 13.5%

9 27 地域医療体制の充実 13.4%

10 8 商工業の振興 12.3%

11 11 地域安全安心対策の推進 11.3%

12 28 医療保険制度の充実 11.0%

13 20 地域福祉の支援体制 9.8%

14 3 計画的な土地の活用 8.8%

15 36 観光の振興 8.6%

16 18 ゴミの減量化、資源化の推進 7.7%

17 1 市民と行政の協働 7.4%

18 29 幼児教育の充実 7.1%

19 17 自然景観や歴史的街並みの保全 6.8%

19 26 健康づくりの推進 6.8%

21 23 障がい者への支援 6.2%

22 6 農林業の振興 6.0%

23 32 青少年の健全育成 5.6%

24 15 公園・緑地の整備 5.2%

25 35 ｽﾎﾟｰﾂをする機会や場所の提供 4.4%

26 19 公害などの環境汚染の防止 4.1%

27 14 下水道の整備 4.0%

28 12 住環境の整備 3.8%

29 33 歴史・文化の保存、継承 3.4%

30 31 多様な生涯学習機会の提供 3.3%

31 5 情報化の推進 3.0%

32 34 芸術文化に親しむ機会の提供 2.3%

33 7 水産業の振興 2.2%

33 13 上水道の整備 2.2%

35 25 人権尊重の社会づくり 1.4%

36 37 国際交流の推進 0.9%

37 24 男女共同参画社会の推進 0.8%
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＜重要度グラフ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「情報化の推進」について、満足度は 37 項目中 11 位とおおむね満足されてお

り、重要度は 37 項目中 31 位と重要性が低い結果となりました。 
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＜調査結果からの考察＞ 

 本調査により、パソコンや携帯電話、スマートフォン※を所有する方が多くなって

きています。しかし、市が発信する情報を得る手段は、紙媒体やマスメディアによる

割合が非常に高く、市のホームページや地域ＳＮＳ※などの利用が少ない現状が見え

てきました。 

一方で、「情報化の推進」についての「満足度」「重要度」は、市民から一定の評価

を得られる結果となりました。 

 市民からは、インターネットによる情報の検索や一般のコミュニティサイトでの情

報交換により、自分の求めている情報を得ているのかもしれませんが、市のホームペ

ージや地域ＳＮＳ※をより利用してもらうために、市民にとって、情報発信が「不足

している」との結果となった「生活全般」「市の政策」「防災」などを充実し、市民に

向けてリアルタイムの情報提供を行う必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１．情報化施策の体系 

２．具体的な施策と目標 

第２次坂井市情報化計画の分野別の取り組み 

第 章 3 
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（１）住民とともに育むまちづくり 

  1）ＩＣＴによる市政情報の公開と市民参加の支援 

① ホームページの情報の充実 

② ＦＡＱ※サイトの充実 

    ③ 地域ＳＮＳ※の活性化 

    ④ 統計情報の発信 

 

（2）多様な都市活動を支えるまちづくり 

  １）まちづくりに関する情報提供 

① 都市計画情報インターネットサービスの提供 

 

（3）地域の活力を創造するまちづくり 

１）ＩＣＴによる商店街の活性化 

    ① ポイントカードサービス互換性の実現 

 

（4）安全で快適な暮らしを支えるまちづくり 

1）ＩＣＴを活用した防災・防犯情報の提供 

① 安心安全情報ネットワーク※の更新 

② 被災者支援システム※の構築 

③ ＩＣＴ部門の業務継続計画の策定 

 

（5）美しい自然と共生するまちづくり 

1） 環境保全に向けたＩＣＴの活用 

① 大気汚染常時監視テレメータシステム※の活用 

 

（6）誰もが笑顔で暮らせるまちづくり 

１）ＩＣＴによる福祉の充実 

① 保健医療福祉情報ネットワークの充実 

② 障がい者についての理解や啓発、社会参加を促すための ICT 活用 

③ 子育て世代の行政手続の ICT 活用 

２）ＩＣＴによる健康づくりの推進 

① 健康づくりシステムの機能拡充 

② 介護予防の推進のためのICTの活用 

 

 

１．情報化施策の体系 
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（7）生涯を通じて学び・育つまちづくり 

1） ＩＣＴによる生涯教育の充実 

① ＩＣＴ教育の推進 

② 公衆無線LAN※環境構築の検討 

2）ＩＣＴを活用した文化振興 

① 文化財デジタルミュージアム※の充実 

② 文化財発掘調査結果の公開 

3） 学校教育のＩＣＴ化 

① 学校における情報活用環境の充実 

② 学校ネットワークの構築 

 

（8）地域全体でもてなすまちづくり 

1） ＩＣＴを活用した観光情報の発信 

① ホームページでの観光情報発信 

 

（9）基本目標を支えるための電子市役所の実現 

  1）ＩＣＴを活用した市民サービスの向上 

① 電子申請・施設予約システムの拡充 

② 証明書コンビニ交付導入の検討 

③ ワンストップサービス※の検討 

④ 歳入手続きの電子化の検討 

⑤ オープンデータ※の推進 

⑥ スマートフォン※向けアプリの調査研究 

2） 行政の簡素化・効率化 

① 情報システムの最適化 

② 地理情報システムの拡充 

③ 行政評価システムの機能強化の検討 

④ 公共施設管理台帳システムの構築 

   3） 情報セキュリティ対策の強化 

① 情報セキュリティ対策の推進 

② 個人情報保護の徹底 
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（1）住民とともに育むまちづくり 

 1）ＩＣＴによる市政情報の公開と市民参加の支援 

施策（1）‐1）‐①  ホームページの情報の充実             継続 

【施策目標】 
 「市民に関心を持ってもらえる」「利用してもらえる」コンテンツの充実や、市

民の活動や生活を支援できるような掲載情報量の充実を図るとともに、見やすく、
分かりやすく、坂井市についての全ての情報が得られるページの整備を目指しま

す。 
 また、外国語専用サイトの構築、障がい者や高齢者の方が利用しやすいような

ページの構築を行ない、更なるウェブアクセシビリティ※の向上を図ります。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 検討 実施 運用 

 
施策（1）‐1）‐②  ＦＡＱ※サイトの充実               継続 

【施策目標】 

市民の生活に最も身近で必要な情報を検索しやすくするトップページの「こん
なときには」から閲覧できる情報を充実させて、知りたいことを簡単に探し出せ

る仕組みを構築します。市役所へ寄せられる「よくある質問」と、その回答をデ
ータベース化して蓄積し、将来的にはコールセンター※と組み合わせることで業務

の効率化と市民の利便性の向上を図ります。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 運用 運用 運用 運用 

 

施策（1）‐１）‐③  地域ＳＮＳ※の活性化                継続 

【施策目標】 
地域に特化した情報交換やコミュニティ活性化、まちづくりへの市民参加の促

進を目的として構築をしましたが、まだ思うような広がりを見せていません。 
「地域情報の集約の場」として、また、「市民同士が、そして市民と市役所が意

見を交わす場」としての活用を進めることで、さらに大きな「つながり」の可能
性を秘めています。 

まずは、市役所から行政情報の提供を活発に行い、地域情報の集約を進めると
ともに、市民同士のつながり、市民と市役所のつながりを構築する方法を模索し、

実行することで、市民が参加しやすいサイトを目指します。 
また、現在の運営は市役所が行なっていますが、将来的には NPO 法人等に任せ

ることで、より親しみやすく・市民が参加しやすい「協働」のサイトになるよう
な方法を検討します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 実施 運用 運用 運用 

２．具体的な施策と目標 
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施策（1）‐１）‐④  統計情報の発信                  ☆新規 

【施策目標】 

坂井市の市勢の現状や推移を広く市民や事業者、市外の方に知っていただくた
め、土地，人口，産業，経済，教育，保健および行財政など多くの分野の統計資

料を毎年、収録編纂している「坂井市統計年報」をホームページで公開します。
また、坂井市に関するさまざまな統計結果をわかりやすく、親しみやすく紹介す

る「さかい～統計情報館」もホームページで公開します。さらに、実施予定の統
計調査をホームページで紹介し、市民に周知することで統計調査に協力を得やす

い環境を整えます。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 実施 実施 実施 実施 

 

 

（2）多様な都市活動を支えるまちづくり 

 １）まちづくりに関する情報提供 

施策（2）‐１）‐①  都市計画情報インターネットサービスの提供    継続 

【施策目標】 

現在は、都市計画総括図を国土地理院が配信している電子国土の仕組みを利用し
て構築した「坂井市ＷｅｂＭａｐ」を用いて坂井市役所ホームページ上で提供して

いますが、更に、市道や除雪路線・景観地区の指定等を公開することにより、市民・
企業に対しての提供情報を充実し、行政サービスの向上と行政事務の効率化を図り

ます。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 実施 運用 運用 運用 

 

 

（3）地域の活力を創造するまちづくり 

１）ＩＣＴによる商店街の活性化 

施策（3）‐１）‐①  ポイントカードサービス互換性の実現            継続 

【施策目標】 
 旧町の地元商業者によるポイントサービスが提供されていますが、新たな商業圏

へ販売促進、消費拡大できる状況に至っていません。市内商店および商店街の魅力
を向上させるためにも統一したポイントカードの導入に取り組みます。商業施設な

どの活力や魅力を向上させるためにＩＣＴの活用を検討します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 検討 実施 運用 
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（4）安全で快適な暮らしを支えるまちづくり 

 1）ＩＣＴを活用した防災・防犯情報の提供 

施策（4）‐1）‐①  安心安全情報ネットワーク※の更新               継続 

【施策目標】 
 安全安心情報を電子掲示板や電子地図、電子メールなどを利用して利用者に提

供してきました「坂井市安心安全情報ネットワークシステム」を更新します。ASP
※サービスを利用にすることにより、災害に強いシステム構築を行ないます。これ

までのシステム以上に、防犯や災害などに関する緊急情報（安全安心情報）を入
手・確認しやすくすることで、より迅速に、かつ的確に情報提供できる環境整備

を推進して、市民の利便性の向上に努めます。また、システムの存在と有効性を
ホームページや広報誌などを利用し、広く周知して利用者の拡大を積極的に推進

します。この仕組みを用いて、安心安全の情報だけでなく、市役所からのいろい
ろな情報（有害鳥獣情報、健康情報など）のメール配信や学校の緊急メールでの

活用も検討します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 運用 運用 運用 運用 

 

 

施策（4）‐1）‐②  被災者支援システム※の構築                   ☆新規 

【施策目標】 
阪神大震災や東日本大震災などの地震災害や豪雨災害などの自然災害が頻発し

ています。大規模な災害が発生したときに、被災者を救護・支援し、迅速かつ的
確な復旧・復興作業が行えるように、被災者支援システム※の構築を行います。ま

た、システムを使用しての防災訓練を実施し、日頃から有事に備えます。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 運用 運用 運用 運用 

 

 

施策（4）‐1）‐③  ＩＣＴ部門の業務継続計画の策定              ☆新規 

【施策目標】 
災害が発生し市民に必要な行政機能を喪失することがないよう情報分野の業務

継続計画（BCP）を策定し、必要に応じて内容の見直しを行います。また、災害
だけでなく、不慮の事態による通信回線の遮断や電力の停止が発生した時等、事

態の内容に併せた計画の策定を行います。緊急時には BCP に従って行動できる
よう訓練を実施します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 運用 運用 運用 運用 
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（5）美しい自然と共生するまちづくり 

 1）環境保全に向けたＩＣＴの活用 

施策（5）‐1）‐①  大気汚染常時監視テレメータシステム※の活用   ☆新規 

【施策目標】 
市民が安心して生活できるように、市内の大気の状況を測定するとともに、テ

レメータシステム※により大気の状況の常時監視を行います。測定された情報は、
福井県のホームページ「みどりネット」や市の窓口に設置するモニターで公開し

ます。また、監視測定により原因を究明するとともに注意喚起等が必要と判断さ
れた場合には、迅速かつ的確に対応します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 運用 運用 運用 運用 

 

 

（6）誰もが笑顔で暮らせるまちづくり 

１）ＩＣＴによる福祉の充実 

施策（6）‐1）‐①  保健医療福祉情報ネットワークの充実            継続 

【施策目標】 

 ホームページ上で市が実施する特定健診情報や医療保険者のページへリンクす
ることより、受診券発行手続きや実施方法等の情報を入手し、市民が健診を受け

やすい環境を充実させます。また、行政や関係機関における最新の保健・医療・
福祉情報を入手したり、これらに関する相談や意見交換ができ、適切なサービス

を求めることができるような仕組みを検討し、市民一人ひとりが地域で安心して
暮らしていける環境づくりを進めます。また、坂井市の疾病や医療費のデータか

ら資料を作成して、医療費の状況や疾病の状況を市民にお知らせし、疾病等に対
するアドバイスを行います。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 運用 運用 運用 運用 

 

 

施策（6）‐1）‐② 障がい者についての理解や啓発、社会参加を促すための ICT
活用                               ☆新規 

【施策目標】 

 市役所のホームページから関係機関のページへリンクするようにし、市民が求
める情報提供の充実を図ります。（申請書様式などダウンロードできるようにし

て、利用者の利便を図ります。）また、地域 SNS※「わいわｅ-ねっとさかい」を
活用して、坂井市内の障がい者やその家族、行政や事業所等がインターネット上

で情報交換できる場の提供を行います。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 実施 運用 運用 運用 
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施策（6）‐1）‐③ 子育て世代の行政手続の ICT 活用         ☆新規 

【施策目標】 

 市役所のホームページからの簡単な項目チェックで、必要な手続き・届出等の
シートを配布して、申請漏れを防止し、事務の効率化を図ります。また、電子申

請システムとリンクさせて申請者の負担軽減を図ります。 
事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 実施 運用 運用 運用 

 

 

２）ＩＣＴによる健康づくりの推進 

施策（6）‐２）‐①  健康づくりシステムの機能拡充          継続 

【施策目標】 
 市民自らが正しい知識を取得し、健康管理を実践できるサービス環境の充実を

進めます。個々の健康データを活用した健康の維持・増進に関わる情報提供を進
めながら、健康診査データの蓄積による適切な助言とともに、市民自らが自分自

身の健康について、正しい知識を取得し健康管理を実践できる環境を整備します。 
ＩＴ歩数計データ取込システム（歩こっさ！さかい）の利用促進のため、取込

装置の設置場所を増やすとともに、スマートフォン※などの携帯端末※にも対応す
るような仕組みの導入を検討します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 実施 運用 運用 運用 

 
 

施策（6）‐２）‐②  介護予防の推進のための ICT の活用      ☆新規 

【施策目標】 
市民が、パソコンやスマートフォン※などの携帯端末※等を利用して、基本チェ

ックリストによる自己診断を行い、自身の健康状態や、介護予防対策に関心を持
てるようにします。（介護予防教室等への参加を呼びかけ、相談窓口の紹介等、情

報リンクの充実を図ります。） 
また、携帯端末※等や地域ケーブルテレビを利用した双方向での情報通信の可能

性について研究し、福祉⇔保健⇔医療⇔介護の情報連携によるサポート体制を検
討します． 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 実施 運用 運用 運用 
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（7）生涯を通じて学び・育つまちづくり 

１）ＩＣＴによる生涯学習の充実 

施策（7）‐1）‐①  ＩＣＴ教育の推進                              継続 

【施策目標】 
 初歩的な知識から技術的なことまで、幅広い年代層の市民を対象とした、ＩＣＴ

に関する学習の場の提供を進めます。近年、子供たちが容易に携帯電話やインター
ネットに触れる環境が整ってきていることから、児童・生徒を指導・教育する立場

にある保護者や教員などに対して、インターネットの安心・安全利用に関する啓発
に取り組みます。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 実施 実施 実施 実施 

 
 
施策（7）‐1）‐②  公衆無線LAN※環境構築の検討                 ☆新規 

【施策目標】 
市の公共施設や鉄道の駅など、人や情報が集まり交流が図られる施設でありなが

ら、インターネット環境を自由に利活用できる環境となっていないことから、誰も
が、観光・まちづくり・生涯学習などの情報を受信したり、発信したりできる環境

整備を進めるため、市の公共施設での公衆無線ＬＡＮ※環境の構築を検討します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 検討 検討 検討 

 

 

 2）ＩＣＴを活用した文化振興 

施策（7）‐2）‐①  文化財デジタルミュージアム※の開設            継続 

【施策目標】 

 市内に存在する指定文化財や市が所有している文化財などをデジタルで記録・保
存（デジタルアーカイブ※）し、インターネット上で公開します。また、所在地の

公開ができる文化財については、地理情報システム「坂井市ＷｅｂＭａｐ」と連携
して紹介します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 実施 運用 運用 運用 
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施策（7）‐2）‐②  文化財発掘調査結果の公開                    ☆新規 

【施策目標】 

旧 4 町および坂井市で埋蔵文化財を発掘調査した際の結果報告資料である「埋
蔵文化財発掘調査報告書」をインターネットで公開します。また、丸岡城の調査

結果から当時の城郭や城下町の様子をスマートフォン※で閲覧できるようなアプ
リケーション※の導入を検討します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 実施 運用 運用 

 

 

 3）学校教育のＩＣＴ化 

施策（7）‐3）‐①  学校における情報活用環境の充実                継続 

【施策目標】 

 子どもたちの学ぶ意欲の向上を支援するとともに、インターネットを活用しな
がら情報活用能力の向上を図るために、機器の導入を進めます。 

さらに、インターネットの利用と利用に際してのセキュリティに関する知識、
文書作成・表計算など各種ソフトの活用など、ＩＣＴ活用教育の充実に努めます。 

また、子どもたちが真に豊かな社会を築く担い手として成長できるよう、情報
化社会の特質や社会・人間に対する影響を十分に理解し、情報選択の的確な判断

力、柔軟性ある活用力、マナーや責任感を備えた発信力などを育むことのできる
情報化教育を推進します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 実施 実施 実施 実施 

 

 

施策（7）‐3）‐②  学校ネットワークの構築                     ☆新規 

【施策目標】 
校内ネットワークおよび市内の学校を結ぶネットワークの整備を進め、セキュ

リティレベルを強固なものとすると共に、情報機器やネットワークの管理を一元
管理できる環境構築を行います。また、クラウド※技術を活用した教育資料や教材

などを利用した授業ができるような環境を整備します。また、今後、普及が急進
すると想定される携帯端末※を用いた教育活動が可能となるような校内無線ＬＡ

Ｎ※環境の構築についても検討しながら計画的に行います。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 検討 検討 実施 
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（8）地域全体でもてなすまちづくり 

1）ＩＣＴを活用した観光情報の発信 

施策（8）‐1）‐①  ホームページでの観光情報発信                  継続 

【施策目標】 
お勧め観光ルートの紹介、イベント情報など、坂井市の観光情報を集約し容易

に取得できる魅力あるホームページを整備します。また、坂井市観光連盟会員の
情報提供の場としての活用も考えられ、地域全体で観光客をもてなす意識の醸成

につながっていくような内容の整備を行います。さらに、パンフレットの電子化
や市のホームページの地図情報システムによる観光情報（観光地や観光ルートの

表示）の公開を行い、市民や観光客へのサービス向上に努めます。また、スマー
トフォン※で観光地を紹介するアプリケーション※の導入を検討します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 実施 運用 運用 

 
 
（9）基本目標を支えるための電子市役所の実現 

 1） ＩＣＴを活用した市民サービスの向上 

施策（9）‐1）‐①  電子申請･施設予約システムの拡充               継続 

【施策目標】 

 平成２４年３月に更新しました、福井県と県内 17 市町での共同運用を行って

いる「電子申請・施設予約システム」の機能を活用し、行政窓口へ出向くことな

く申請ができるよう、市民や事業者のニーズに合わせた手続きメニューの拡充を

行います。また、施設予約システムについては、インターネット環境をもたない

方などにも配慮して、市民サービスの低下にならないよう充分に検討を行いなが

ら、オンラインによる予約可能な施設の導入を目指します。市民向けの操作研修

を開催することでシステムの広報・周知を行い、利用者の拡大を図ります。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 実施 実施 実施 実施 

 

施策（9）‐1）‐② 証明書コンビニ交付導入の検討                  ☆新規 

【施策目標】 
 住民票や所得証明書、印鑑登録証明書等の発行について、市民の利便性の向上を

図るため、コンビニエンスストアのキオスク端末※を利用する仕組みの導入につい
て、国が実施を予定している社会保障・税共通番号制度※の動向を注視しながら取

り組みを検討します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 検討 実施 運用 
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施策（9）‐1）‐③  ワンストップサービス※の検討               継続 

【施策目標】 

総合支所機能の変更や窓口業務に対応する人員配置の変更に対応するため、窓口
業務の効率化や申請漏れが発生しないよう、ワンストップで対応できるシステム等

の導入を検討します。また、市民の問合せ等に対し、ワンストップで対応する受付
体制の整備に向けて検討を進めます。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 検討 実施 運用 

 

 

施策（9）‐1）‐④  歳入手続きの電子化の推進                      継続 

【施策目標】 
市民税や固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税および水道料金について、

24 時間 365 日納付できるコンビニ収納※を実施し、市民等の利便性の向上を図
っています。さらなる向上を図るため、その他の公金のコンビニ収納※やクレジッ

ト収納※、MPN（マルチペイメントネットワーク※）の実施について、研究・検討
を進めます。導入については、市民の利便性向上と収納業務の効率化、それに対

しての割高な収納手数料について、費用対効果を十分に考慮し検討を行いながら
進めます。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 検討 検討 検討 

 

 

施策（9）‐1）‐⑤  オープンデータ※の推進                      ☆新規 

【施策目標】 

個人情報の保護に配慮した上で、市が保有する情報を二次利用可能な形で公開
して、原則としてすべてインターネットで容易に入手できるようにするなど、市

が保有する情報の公開を推進します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 実施 実施 実施 実施 
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施策（9）‐1）‐⑥  スマートフォン※向けアプリの調査研究     ☆新規 

【施策目標】 

携帯電話の利用形態が変化し、近年スマートフォン※の利用者が急増していま
す。アプリとは「アプリケーション※」の略で、スマートフォン※をより便利に、

より自分らしく使うなど機能性を高めるために追加するモノで、今までの携帯電
話とスマートフォン※の一番大きな違いは、アプリを追加することで、好きなよう

にカスタマイズ※できることだと言っても過言ではありません。 
現在、アプリは、地図、天気予報、辞書、動画再生など、多種多様の機能を有

したものがあり、このような機能を市民の生活に役立つようなものとして開発し
提供できないかを調査し研究します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 検討 検討 検討 

 

 

２） 行政の簡素化・効率化 

施策（9）‐2）‐①  情報システムの最適化                          継続 

【施策目標】 

 個々の業務とその情報システムの単位ではなく、組織全体の業務と情報システ
ムを組み合わせて最適化を実現することが重要であり、サービス・業務プロセス

の改善を併せて行うことで、ネットワーク構成も含めた全体最適化を進めます。
市民や事業者など、サービスを利用する側の視点で既存の行政サービスを見直し、

利用者側の利便性を向上させるとともに、既存の組織・業務・システムの最適化
を行い、市民の視点に立った「窓口サービスのワンストップ化」などの実現を目

指します。また、クラウド※技術を用いたシステムの導入を積極的に検討するとと
もに、最新のシステムやネットワーク技術の情報を収集し、業務継続、業務効率

化やセキュリティレベルの向上を目指します。 
ＩＴガバナンス※を強化することにより、全庁の情報資産の一元管理を可能とす

る運用管理体制や企画情報課を中心とした庁内横断的な調整ができる推進体制を
確立して、ＩＣＴ機器調達に関する全庁的な統一ルールの整備とガイドラインの

策定を目指します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 検討 検討 実施 
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施策（9）‐2）‐②  地理情報システムの拡充            継続 

【施策目標】 

 庁内の各担当課が持つ情報を横断的に活用し、建設、福祉、環境、教育、上下
水道といった市民に身近な分野において、多様な市民ニーズに対応した総合的な

地図情報の提供をさらに進めます。また、所有する地図情報のデータ更新を徹底
し、地図の陳腐化を防ぎます。今後は、文化財・観光や道路など提供する情報の

充実を図るとともに、防災に関する情報など、市民との情報共有や防災活動や地
域のコミュニティ活動への支援など、地理情報システムのさらなる活用を検討し

ます。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 実施 運用 運用 運用 

 

 

施策（9）‐2）‐③  行政評価システムの機能強化の検討       継続 

【施策目標】 

事務事業の継続、再編・整理、廃止・統合に取り組むにあたっては、ＰＤＣＡ
マネジメントサイクル※に基づいた行政評価システムの導入を図り、限られた資源

のなかで、市民にわかりやすい効果的・効率的な行政運営を目指します。 
行政評価システムの情報化については、行政における事業費、人件費（所要時

間）等の経営資源を統合的・一元的に管理することにより、資源配分等の意思決
定判断材料の作成、一元化による転記削減等の各事業部署の事務効率化、施策・

事業等の評価結果分析の実現、インターネットで市民に評価結果を公開します。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

検討 検討 実施 運用 運用 

 

 

施策（9）‐2）‐④  公共施設管理台帳システムの構築         新規 

【施策目標】 

平成 24 年 3 月に策定しました「公共施設マネジメント白書」の策定ために調
査した各公共施設の建物状況、利用状況の情報をデータベース化するとともに、

今後の利用状況情報なども管理できるようなシステムを構築し、公共施設の統廃
合の検討をしていく上での資料とします。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 運用 運用 運用 運用 
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３） 情報セキュリティ対策の強化 

施策（9）‐3）‐①  情報セキュリティ対策の推進                    継続 

【施策目標】 

 情報セキュリティに係る脅威や脆弱性が日々変化している中で、個人情報保護
の強化に有効な技術的な対策を講じながら、情報セキュリティポリシー※の策定・

運用・検証・見直しを繰り返し実施することにより、セキュリティ対策の水準の
向上に努めます。また、近年、官公庁をターゲットとしたサイバー攻撃※やパソコ

ンの遠隔操作による「なりすまし」が発生しています。庁内機器のウイルス感染
や情報漏えい事故等の発生を未然に防ぐため、情報資産に対する不正なアクセス

の防止やアクセスの制限等を行うセキュリティシステムを適切に運用するととも
に、外部記憶媒体の適切な取り扱いを徹底し、情報機器を使用する職員個々のセ

キュリティに対する意識向上を図ります。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 実施 実施 実施 実施 

 

 

施策（9）‐3）‐②  個人情報保護の徹底                            継続 

【施策目標】 
 情報化の進展に伴い、さまざまな市民サービスの提供が可能となり、利便性が

大幅に向上しました。しかし、一方では個人情報の取り扱いや管理の不備によっ
て、個人のプライバシーが侵害される危険性も生じています。市民が安心してサ

ービスを受けることができるように、個人情報の取り扱いなどプライバシー保護
対策を強化するとともに、プライバシーポリシー※の策定などについて、関係機関

と連携しながら進めていきます。また、プリントアウトした帳票等を必ず取りに
行くことや個人情報が掲載されている帳票を庁舎外へ持ち出す際には必ず携帯す

るなど、基本的なことの徹底を行います。 

事業実施スケジュール 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実施 実施 実施 実施 実施 

 



 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１．推進体制 

２．留意事項 

計画の推進体制 

第 章 4 
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情報化を推進するためには、市が推進主体となる施策においても、国・県や近隣自

治体と連携して進めることが重要となります。また、市民団体や企業などが推進主体

となる場合にも、積極的な支援と連携を図り市民サービスの向上に努める必要があり

ます。 

このため、庁内における情報化の推進体制の強化だけでなく、地域の情報化に関す

る問題やその解決の方策について、市や研究機関、市民団体や企業などと協議・検討・

調整を図り、着実かつ効果的な情報化施策の展開を進めていきます。 

 

（１）庁内推進体制の整備 

 ＩＣＴの積極的な活用により簡素で効率的な行政運営を確立しながら、情報セキ

ュリティ水準の向上を目指すともに、全庁的な連携を図りながら市民サービスの向

上を図るために、副市長を最高情報統括責任者として、以下のような全庁的な推進

体制を整備しています。 

1)坂井市情報化推進委員会：平成１８年６月設置 

（委員長：総務部長、副委員長：企画情報課長、委員：各部局の 8 名） 

① 情報化計画に関する総合的な調整および立案に関する事項 

② 市民サービスおよび行政事務の高度情報化の推進に関する事項 

③ 情報化施策の総合的評価に関する事項 

④ 情報セキュリティ対策に関する事項 

⑤ 情報セキュリティ委員会に関する事項 

⑥ ワーキングチームの設置（委員長が指名する職員） 

委員会が調査審議する事項のうち、専門的事項について調査研究し、結

果を委員会へ報告を行います。 

 

<坂井市情報化推進体制図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．推進体制 

 
坂井市情報化推進委員会

報告

 
 
 
 
 
 
 

委 員 長
 総務部長
 (電算管理者）
副委員長
 企画情報課長

＜ワーキングチーム＞
・情報化施策に関する調査研究チーム

・委員長が選出する職員で構成

 統合型ＧＩＳ

その他
必要に応じて設置

報
告
 

最高情報統括責任者：副市長

電子申請

各部局の参事級または課長補佐級
の職員
（委員長が選出する職員で構成）

事案に関係する課等の参事級または
課長補佐級の職員
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2)情報セキュリティ担当者 

① 情報セキュリティ対策の実務に関すること 

② 情報化に関する知識の普及に関すること 

③ 情報機器などの障害時の連絡対応に関すること 

④ 坂井市が推進する情報化関連施策への協力および支援に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

<情報セキュリティ対策体制図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市民・ＮＰＯ法人・事業者などとの連携 

情報化の推進においては、市民が参画するとともに、市民と行政が推進役として

協働していくことを基本としますが、情報化の進展には、学校などの教育機関、民

間事業者、ＮＰＯ法人、市民団体やまちづくり協議会の果たす役割が重要であるこ

とから、適正な役割分担のもとに連携を図りながら進めていく必要があります。  

特に、新たな社会サービスの提供主体としてＮＰＯ法人の果たす役割が増大して

いることから、地域社会における情報化の推進についても協働して取り組んでいき

ます。  

 

 

　市の情報セキュリティ管理については、以下の組織・体制とする。
    ・最高情報統括責任者（副市長）
    ・情報セキュリティ統括責任者（総務部長）
    ・ネットワーク管理者（企画情報課長）
    ・情報セキュリティ責任者(各部局等の長)
    ・情報セキュリティ管理者（各課等の長）
    ・情報システム管理者（情報システムを所管する各課等の長）
    ・坂井市情報化推進委員会(情報セキュリティ委員会)

最高情報統括責任者

情報セキュリティ統括責任者

坂井市情報化推進委員会
（情報セキュリティ委員会）

情報セキュリティ責任者

各部局内

内部監査班

ネットワーク管理者

情報セキュリティ管理者 情報システム管理者

情報セキュリティ担当者 情報システム担当者
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 <地域情報化の連携図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）広域での連携事業の推進 

市民生活や企業活動の広域化が進んでいることから、坂井市のみにとらわれた情

報化施策として取り組むのではなく、国や県の進める施策を基盤に、近隣自治体と

の広域的な連携をより強化し、市民サービスの向上へとつなげるための施策展開を

進めていきます。 

 

 

本来ＩＣＴは暮らしや仕事を便利にするための道具(手段)です。この新しい道具(手

段)を活用して、時間的、地理的な制約を受けない生活機会が提供されてきています。 

一方、インターネットを利用しなければ得られない情報やサービスも提供されてき

ていることから、一段と情報格差が拡大していく傾向が見られることや、インターネ

ット・携帯電話などの顔の見えないコミュニケーションツールがもたらすマイナス面

の影響が心配されています。さらに、不正アクセスなどのセキュリティに関する大き

な問題も顕在化しています。 

これら情報化の光と影の両面の影響を十分見極め、影の部分の影響を最小限に抑え

るような施策展開が重要となっています。 

 

（１）情報化によるコミュニケーション活動の注意点 

従来の人と人との付き合い方は、対面を基本としてのコミュニケーション活動を

行ってきており、こういった中で家庭や地域におけるコミュニティを築いてきまし

た。 

情報化が進み、さまざまなコミュニケーションツールが登場したことにより、負

の側面として、コミュニティの崩壊や人と人のつながりを希薄にするといった指摘

２．留意事項 
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がなされてきています。これまで培ってきたコミュニティや人のつながりを維持・

発展させていくためには、デジタルによる情報交流だけでなく、地域活性化につな

がっていくフェイス・トゥ・フェイスのコミュニティ活動を併せ持った仕組みをつ

くる必要があります。 

 

（２）個人情報保護とセキュリティ対策の推進 

情報化の推進において、情報ネットワークに対する不正アクセスやデータの改ざ

ん・消去、災害や人為的ミスによるシステム障害などが発生すると、業務に支障を

きたすだけでなく、市民生活に深刻な影響を及ぼすことが考えられます。市が保有

する情報は個人のプライバシーに関するものが多いため、電子化された個人情報を

正しく取り扱う知識を職員へ周知させていく必要があります。また、情報ネットワ

ークやシステムなどの構築において、セキュリティ対策の強化と共に、運用面での

個人情報などの保護を最優先課題として取り組んでいく必要があります。 

 

（３）情報格差の解消 

情報化の進展により、いつでもどこでも必要な情報を取得できるなど、さまざま

なメリットを享受できるようになってきた一方で、新たな情報格差の発生とその拡

大が問題となっています。情報格差の解消については、年齢、性別、障がいの有無

や、時間的・地理的な状況などを考慮した取り組みを進め、誰もが情報化による利

便性を受けられるような環境整備を進めるとともに、提供する情報サービスの内容

などを十分に検討することによって、情報格差を生まない環境づくりに取り組んで

いく必要があります。 

 

（４）効率的で効果的な情報化投資の推進 

情報システムの構築においては、単なる業務の電子化だけでなく、業務全体をと

らえた業務フローならびに組織体系の見直しを図り、国や県の情報化推進施策との

連携を図りながら効果的な情報化投資を進めます。また、システム構築時の費用だ

けでなく、システムの保守管理やデータ更新などの運用に必要となる費用にも特に

留意しながら、より費用対効果が図られるような検討作業を進めていく必要があり

ます。 

 

 



 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

説 解 用 語

計画書内の難解な語句に、 

※ 印を付け用語解説しています。 
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総務省ホームページ、総務省情報通信白書平成２４年度版、ＩＴ用語辞典Ｅ－ＷＯ

ＲＤ、ＹＡＨＯＯ！辞書、ｇｏｏ辞書より引用し、用語集にまとめました。 

 
索引 用語 用語解説 

Ａ ＡＳＰ Application Service Providerの略。ビジネス用アプリ

ケーションソフトをインターネットを通じて顧客に提供

する事業者を指す。また、当該事業者がビジネス用アプリ

ケーションソフトをインターネットを通じて顧客に提供

するサービスを「ＡＳＰサービス」という。 

C ＣＭＳ デジタルコンテンツを扱う際の運用を支援するソフトウ

ェアをいう。CMS を導入すると、ユーザ側から公開する

コンテンツを直接管理できるようになるため、管理者の負

荷を軽減しコンテンツの迅速な公開が可能となる。また、

Web サイトの運営における一番のメリットとしては、ペ

ージのデザインや表記の統一が簡易に実現できる点が挙

げられる。 

e-TAX 

 

国税電子申告・納税システムの呼称で、国税をインターネ

ットを通じて申告し、ネットバンキングや ATM などで納

税できるシステムをいう。 

Ｅ 

e-ラーニング パソコンやコンピュータネットワークなどを利用して教

育を行うこと。教室で学習を行う場合と比べて、遠隔地に

も教育を提供できる点や、コンピュータならではの教材が

利用できる点などが特徴である。 

Ｆ ＦＡＱ よくある問合せに関する質問や回答などをまとめたＱ＆

Ａ集をいう。 

i-Japan戦略 

2015 

内閣の高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦

略本部）が2009年7月に発表した国の情報化の基本戦

略。2006年1月に発表した「IT新改革戦略」を引き継い

でおり、2015年までに実現すべきデジタル社会の将来像

と実現に向けた戦略がまとめてある。国民（利用者）の視

点に立った人間中心のデジタル技術が、普遍的に国民によ

って受け入れられるデジタル社会を実現する戦略を目指

すという。 

Ｉ 

ＩＴガバナンス 企業や組織が、ＩＣＴを利活用するにあたり、目的や戦略

を適切に設定し、その効果やリスクを測定・評価して、理

想とするＩＣＴ利活用を実現するメカニズムをその組織

の中に確立することをいう。 
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O OS Operating Systemの略。「基本ソフトウェア」とも呼ば

れ、キーボード入力や画面出力等の入出力機能、ディスク

やメモリ管理など、多くのアプリケーションソフトが共通

して利用する基本的な機能を提供し、コンピュータシステ

ム全体を管理するソフトウェアのことをいう。 

Ｐ ＰＤＣＡマネジメ

ントサイクル 

ＰＤＣＡサイクルとは、計画(Plan)を実行（Do）し、評

価（Check）して改善（Act）に結びつけ、その結果を次

の計画に活かすプロセスをいう。 

S 

 

ＳａａＳ 

 

ソフトウェアの機能のうち、ユーザが必要とするものだけ

をサービスとして配布し利用できるようにしたソフトウ

ェアの配布形態。サービス型ソフトウェアとも呼ばれる。

W Wｉ-Fｉ 無線LANの標準規格である「IEEE 802.1 1a/b/g/n」

の消費者への認知を深めるため、業界団体のWECA（現：

Wi-Fi Alliance）が名付けたブランド名のことをいう。 

 

アクセシビリティ 情報やサービス、ソフトウェア等が、どの程度広汎な人に

利用可能であるかをあらわす語。特に、高齢者や障がい者

等、ハンディを持つ人にとって、どの程度利用しやすいか

ということを意味する。 

アプリケーション 

（アプリ） 

アプリは、アプリケーションの略。 

ワープロソフト、表計算ソフト、画像編集ソフトなど、作

業の目的に応じて使うソフトウェアをいう。 

ア 

安心安全情報ネッ

トワークシステム 

防犯や災害などに関する緊急情報(安全安心情報)を、携帯

電話やパソコンに電子メールでいち早く登録者に提供す

るシステムをいう。 

オ オープンデータ 政府や地方公共団体等が所有する統計・行政などのデータ

を誰もが自由に使え再利用でき、かつ誰もが再配布できる

ようにオープンにすることをいう。 

海外では、Data.gov（米国）Data.gov.uk（英国）など

の取り組みが各国政府によって行われている。 

カ カスタマイズ ソフトウェアの設定や設計を調整し、ユーザの好みに合わ

せて作り変えることをいう。 

キオスク端末 街頭や店舗内に設置される、銀行の ATM くらいの大きさ

の情報端末をいう。液晶画面に情報を表示し、操作は画面

に触れるタッチパネルを利用する場合が多い。 

キ 

基幹系システム 地方公共団体の情報システムのうち、地方自治の根幹とな

る住民およびその財産に関する情報の管理を行うシステ

ムのこと。住民記録や税、福祉などの業務がある。 
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クラウド 従来は手元のコンピュータで管理・利用していたようなソ

フトウェアやデータなどを、インターネットなどのネット

ワークを通じてサービスの形で必要に応じて利用する方

式をいう。IT業界ではシステム構成図でネットワークの向

こう側を雲(cloud：クラウド)のマークで表す慣習がある

ことから、このように呼ばれる。 

ク 

クレジット収納 地方自治体が、地方税や国民健康保険料などの公金収納

を、従来の金融機関や自治体の窓口などに限られた収納窓

口を拡大し、クレジットカードで納付できる仕組みのこ

と。クレジット会社のポイントサービスが利用できるメリ

ットがある。 

ケ 携帯端末 通信端末の別称。電話機、特に携帯電話機や PHS 電話機

や通信機能を備えた個人用の携帯情報端末をいう。 

コミュニティビジ

ネス 

地域課題をビジネスの手法で解決する活動など共益を目

指し、地域の中で行政、企業、金融機関、大学、ＮＰＯ、

住民など様々なセクターと協力して地域と共に発展、成長

していくことをいう。 

コンビニ収納 地方自治体が、地方税や国民健康保険料などの公金収納

を、従来の金融機関や自治体の窓口などに限られた収納窓

口を拡大し、コンビニエンスストアで行うことを可能にす

ることにより、納付者の支払い可能な場所や時間が広がる

ことにより、利便性を高めることができる。 

コ 

コールセンター 企業の中で、顧客への電話対応を専門に行う部署のこと。

特に消費財メーカーや通信販売事業者などが設けている、

一般消費者からの問い合わせ受付窓口となる大規模な電

話応対センターをいう。最近では、電話だけに限らず、メ

ールやＦＡＸなど複数のメディアにも対応した自治体コ

ンタクトセンターの設立が相次いでいる。 

サ サイバー攻撃 コンピュータシステムやインターネットなどを利用して、

標的のコンピュータやネットワークに不正に侵入してデ

ータの詐取や破壊、改ざんなどを行なったり、標的のシス

テムを機能不全に陥らせること。特定の組織や集団、個人

を狙ったものと、不特定多数を無差別に攻撃するものがあ

る。 

シ 自治体クラウド クラウドコンピューティング技術を活用して、複数の地方

公共団体で共同利用し、情報システムの集約を図る方式の

ことをいう。 
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社会保障・税共通

番号制度 

社会保障・税一体改革の実現のため導入の検討がされた制

度。国民一人一人に番号を付与し、納税、年金、医療など

の情報を政府が一元的に管理する仕組み。社会保障の負担

と給付の公平性を保つため、正確な情報を把握するのが狙

いであり、2016年1月に利用開始予定である。すでに諸

外国では共通番号制度を導入しているところもある。 

証明書自動交付機 銀行などのATM（現金自動預払機）と同じように、カー

ドを入れて暗証番号を入力することで証明書を簡単に受

け取ることが出来る機械をいう。利用するには住民カー

ド、もしくは住基カードを取得し、自動交付機用の暗証番

号を登録する必要がある。 

冗長化 最低限必要な量より多めに設備を用意しておき、一部の設

備が故障してもサービスを継続して提供できるようにシ

ステムを構築することをいう。 

冗長化を行うと必要な設備が増えるためにコストは増え

るが、システムダウンの影響が大きい企業の基幹システム

や決済系システムなどでは、安定してサービスを提供する

ために、ごく一般的に冗長化構成が採用されている。 

情報セキュリティ

ポリシー 

組織内のセキュリティに関する基本的な方針や行動指針

をいう。 

情報リテラシー インターネットやパソコンなどを利用して、情報やデータ

を活用するための能力・知識をいう。 

ス スマートフォン 従来の携帯電話端末の有する通信機能等に加え、高度な情

報処理機能が備わった携帯電話端末をいう。従来の携帯電

話端末とは異なり、利用者が使いたいアプリケーションを

自由にインストールして利用することができる。また、ス

マートフォンはインターネットの利用を前提としており、

携帯電話の無線ネットワーク（3G 回線等）を通じて音声

通信網及びパケット通信網に接続して利用するほか、無線

LAN に接続して利用することも可能。 

タ タブレット端末 コンピュータ製品の分類の一つで、板状の筐体の片面が触

れて操作できる液晶画面(タッチパネル)になっており、ほ

とんどの操作を画面に指を触れて行うタイプの製品のこ

とをいう。また、特に、そのような製品のうち、スマート

フォンと共通の OS やアプリケーションソフトを使用す

る製品のこと。パソコンと共通の OS などを用いる製品は

「タブレット PC」と呼ぶ場合がある。 
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地域ＳＮＳ ＳＮＳは、Social Networking Service の略。 

登録した会員相互のつながりをサポートする機能が特徴

の、コミュニティ型のWebサイトのこと。 

地域ＳＮＳとは、パソコンや携帯電話を利用して、日常的

にサイト内の日記や電子掲示板を利用したり、行政情報、

地域情報などを入手したりすることができる地域向けの

交流・情報提供サービスで、地域に住む・働く・関心のあ

る人々のためのコミュニケーションや情報共有を行うた

めの便利な機能を持っている。  

チ 

チャネル テレビなどの「チャンネル」と同じ単語だが、ITの分野で

は「チャネル」と縮めて表記・発音する慣習が定着してい

る。データや電気信号などが流通する伝送路、経路、提供

手段などの意味で様々な分野・場面で使われる用語であ

る。 

デジタルアーカイ

ブ 

有形･無形の文化資産をデジタル画像に保存することによ

り、文化財の貴重な情報を劣化させることなく保管し、後

世に正確に伝えるとともに、いつでも再生・復元ができる

ようにすることをいう。 

デジタルミュージ

アム 

近年、進展が著しいデジタル技術やネットワーク技術を活

用することで、失われつつある地域文化を保存・継承し、

地域の博物館などの文化施設を地域文化の情報蓄積・発信

拠点と位置付けることをいう。 

テ 

テレメータシステ

ム 

遠隔計器ともいい、ある地点の測定値を遠隔地点に設置し

た受信器に送って記録させる計器をいう。 
大気汚染監視や環境放射線監視などに用いられている。 

ト 統合型ＧＩＳ デジタル化された地図(地形)データと、統計データや位置

の持つ属性情報などの位置に関連したデータとを統合的

に扱う情報システム。地図データと他のデータを相互に関

連づけたデータベースと、それらの情報の検索や解析、表

示などを行なうソフトウェアから構成される。データは地

図上に表示されるので、解析対象の分布や密度、配置など

を視覚的に把握することができる。 

ナ 内部情報システム 地方公共団体の情報システムのうち、コミュニケーション

や事務処理の効率化や意思決定の支援などのために構築

されるシステムのこと。電子決裁基盤を利用した財務会

計、人事給与、庶務事務などがある。 

ハ ハザードマップ 大雨によって河川などが増水し、水があふれた場合の浸水

予測結果に基づいて、区域内で予想される浸水範囲とその

程度や各地域の避難所などを示した地図をいう。 
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ヒ 被災者支援システ

ム 

1995 年の阪神・淡路大震災の際に甚大な被害を受けた

兵庫県西宮市により開発され、被災者支援や復興・復旧支

援に大きな力を発揮したシステムのこと。被災地の経験と

教訓・情報化のノウハウを活かした同システムは汎用

Web システムとして全国の地方自治体に無償提供されて

いる。 

プライバシーポリ

シー 

個人情報の取り扱いに関して企業や団体などが定める方

針のこと。情報収集を行う者が利用者に対し、個人情報を

どのように取得し、どのような目的・用途に利用するのか、

またその管理方法や、管轄部門の問い合わせ先を明文化し

てまとめたもの。 

フ 

ブロードバンド 周波数の帯域幅が広い電波や電気信号、光信号などを利用

した高速・大容量な通信回線や通信環境をいう。

ADSL(xDSL)やCATVインターネット、光ファイバーな

どの有線通信、第3世代(3G)携帯電話、WiMAXなどの無

線通信がある。 

マ マルチペイメント

ネットワーク 

（MPN） 

マルチペイメントネットワークとは多くの金融機関と収

納機関を結び、２４時間いつでもどこでも公共料金などの

各種料金をパソコン、携帯電話、ＡＴＭなどで支払えるよ

うにするために作られたネットワークをいう。 

ム 無線LAN 通信ケーブル線の代わりに無線通信を利用してデータの

送受信を行う構内通信網（LAN）のこと。IEEE802.11

諸規格に準拠した機器で構成されるネットワークのこと

を指す場合が多い。 

ワ ワンストップサー

ビス 

複数の行政サービスを１つの窓口で受けることができる

機能をいう。これにより住民が申請届出などの手続きで複

数の窓口に出向く手間や労力を軽減する効果がある。 
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（1）国家的な情報化戦略について 

国は高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進

することを目的に平成１３年１月に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（Ｉ

Ｔ 基本法）」を制定し、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）

を設置しました。 

 その後、平成１３年１月に「5年以内に世界最先端のＩＴ国家となること」をめざ

した「e-Japan 戦略」を、平成１５年７月には「『ＩＴ利活用により、元気・安心・

感動・便利社会』をめざす」こととした「e-Japan 戦略Ⅱ」等を策定しています。 

 また、平成１８年１月には「いつでも、どこでも、誰にでもＩＴの恩恵を実感でき

る社会の実現」という目標に向け、構造改革による飛躍、利用者・生活者重視、国際

貢献・国際競争力強化という理念の下、15 分野において取り組みを推進することと

した「ＩＴ 新改革戦略」を策定しています。 

 しかし、世界的な金融危機にともなう経済の失速、クラウドコンピューティングと

いった新技術の登場など、「ＩＴ 新改革戦略」策定時には想定できなかった状況や、

さらには、情報通信基盤整備は進んだものの、多くの国民がその成果を実現するまで

には至っていないという現状を踏まえ、平成２７年に向けた新たな中長期戦略である

「i-Japan 戦略 2015」を平成２１年７月に策定しました。 

 そして、平成２２年５月に「国民本位の電子政府の実現」や「地域の絆の再生」、「新

市場の創出と国際展開」の３つを重点戦略に掲げた「新たな情報通信技術戦略」を策

定するとともに、６月には同戦略の実現に向け、向こう 10年間の具体的な取り組み

の工程表を発表しました。 

「新たな情報通信技術戦略」の 3つの重点戦略はそれぞれ次のような内容です。 

① 国民本位の電子行政の実現 

・ 申請手続等のワンストップサービス、行政キオスク端末 （目標 2020年） 

・ 行政の見える化、行政刷新 （目標 2013年 地方自治体（50 %以上）2020年） 

・ ２次利用可能な形で行政情報を公開 （目標 2013年） 

② 地域の絆の再生 

・ 地域を問わず質の高い医療サービス、情報通信技術を活用した在宅医療、介護、

見守り （目標 2020 年） 

・ 学校教育・生涯学習の環境の整備 （目標 2020年） 

・ 全世帯ブロードバンドサービス「光の道」 （目標 2015年頃） 

③ 新市場の創出と国際展開 

・ 新しい情報通信技術導入や関連規制撤廃等による新市場創出 （目標 2020年） 

・ スマートグリットの一般化、ゼロエネルギー住宅やオフィスの実現、高度道路交

通システムによる交通渋滞半減 （目標 2020年） 

・ 日本の情報通信技術企業による海外市場における知的財産権及び国際標準獲得、

資料１．国における情報化の取り組み 
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国際展開（目標 2013年） 

これ以外に、安全・安心な情報セキュリティ環境の実現、政治活動に関する電子化

が戦略として挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）電子自治体の推進に向けた国の取り組みについて 

 電子自治体を推進する国の取り組みとしては、平成１５年８月に「電子自治体推進

指針」を策定し、電子自治体の基盤整備と行政手続きのオンライン化を推進してきま

した。その後、平成１９年３月には「ＩＴ 新改革戦略」に対応し、「2010年度まで

に便利・効率・活力を実感できる電子自治体の実現」を目標とした「新電子自治体推

進指針」を策定し、行政サービスの高度化や行政の簡素化・効率化、地域の課題解決

を重点的な取り組みとして推進してきました。平成２３年８月には「新たな情報通信

技術戦略」に基づき電子行政施策を推進していくために「電子行政推進に関する基本

方針」を策定し、国と地方公共団体がさらに連携し電子行政を一体的に推進していく

としています。 

 さらに、近年様々な分野で活用が進んでいるクラウドコンピューティング技術を電

子自治体の基盤構築にも活用していくため、平成２２年４月に「地方公共団体におけ

るＡＳＰ※・ＳａａＳ※の導入・活用に関するガイドライン」を公表しました。７月に

は総務大臣を本部長とする「自治体クラウド推進本部」を設置し、自治体クラウドの

全国的展開に向けた総合的かつ迅速な取組を進めています。 

 また、電子自治体を推進していくためには、個人情報の保護と情報セキュリティ対

策が重要な課題となるとして、平成２１年２月に「第２次情報セキュリティ基本計画」

を、平成２２年５月には「国民を守る情報セキュリティ戦略」が策定され、１１月に

出典：総務省地方自治情報管理概要（平成２４年３月） 
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「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」及び「地

方公共団体における情報セキュリティ監査に関するガイドライン」の改定を行うなど、

すべての地方公共団体において望ましい情報セキュリティ対策が実施されるよう支

援していくとしています。 

 

 

（1）福井県における情報化戦略について 

福井県では、地域情報化について平成８年９月に「福井県地域情報化推進ビジョン」

を策定し、平成１０年３月に行政情報化についての「福井県行政情報化推進計画」を

策定し情報化の推進をしてきました。 

平成１３年２月には、「福井県地域情報化推進ビジョン」の第２次推進計画として、

行政情報化の要素も取り組んだ「福井県ＩＴ推進アクションプラン」を策定しました。 

また、平成１８年３月には福井県第３次情報化推進指針として「ｕ‐ふくい推進指

針」が策定されました。 

「ｕ‐ふくい推進指針」では、目指すべき社会像を「情報通信技術（ＩＣＴ）が生活

に溶け込み、豊かな県民生活を支える社会」とし、ＩＣＴ施策の方向性を以下の 4項

目に集約しています。 

 

 

 

 

 

 これらの施策を推進するにあたり「民・産・学との共同（パートナーシップ）の推

進」について特に配慮することとしています。 

 

（２）福井県における情報化の現状 

福井県ＩＴ 推進アクションプランの主要プロジェクトの 1 つとして、県民生活の

向上、情報の地域間格差の是正、行政の効率化・電子化の推進を図るため、県内全域

をカバーする光ファイバー網である「福井情報スーパーハイウェイ（FISH） 」を平

成１５年４月から運用をしてきました。整備後 9年を経過し、機器の保守等が不可能

になってきている状況を踏まえ、今後も安定的な運用を行っていくため、ネットワー

ク構成の見直しや最新技術に対応できる機器を導入して平成２３年度の 1 年間をか

けて更新されました。 

 また、平成１８年１２月に作成された「福井県情報システム最適化計画書」では、

県および市町が共同利用できる共通基盤システムの構築を目標として挙げられてい

ます。この目標に基づき平成１９年３月に福井県と県内 17市町が連携し、「福井県・

市町共同利用電子申請・施設予約システム（愛称：ふくｅ－ねっと）」を導入しまし

資料２．福井県における情報化の取り組み 

○ 情報格差（ディバイド）の解消 

○ 安全・安心の確保と審理の強化 

○ 産業の飛躍 

○ 生活利便性向上のための行政サービスの高度化 
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た。このシステムを利用し、坂井市でもパソコンや携帯電話から行政手続きの申請や

各種施設の空き情報の公開を行っています。平成２４年３月には、クラウド※を利用

した新システムに移行し、サービス向上と経費削減（従来の約 1/7）を実現しました。 

さらに、福井県と県内 7 市町共同で「福井県電子調達システム」を運用しています。

坂井市でも、平成２１年度よりシステムを活用して電子入札を実施しています。また、

同計画には平成２４年度までに県のシステム運用経費を平成１７年度より 10％以上

削減することを目標しており、県では平成２４年度に機器を自己所有せずサーバ等の

機器やＯＳ※等の資源を事業者からサービスとして提供してもらう「ＩａａＳ型」で

サーバ統合基盤を導入しました。現在利用している約 60 システムのサーバ約 180

台を計画的に移行する予定となっています。 

 

 
パブリックコメントの概要 
案件名 第２次坂井市情報化計画（案）について 
意見等募集期間 平成２５年３月４日 から 平成２５年３月１８日 
公表場所 市ホームページ、地域ＳＮＳ、企画情報課 
実施結果 応募者数１名    意見数１件 
施策案に反映させた

意見数 
    １件 

 
施策案に対する意見等の概要と意見等に対する市の考え方 

意見等の概要 意見等に対する市の考え方 
ＩＣＴによる福祉の充実と健康づくり

の推進について、これまでの成果を見る

と、歩くことによる健康づくりが中心のよ

うに思います。重要度の第一位は高齢者へ

の支援が挙がっていますが、これからは介

護をはじめとする福祉保健医療の充実が

必要だと思います。例えば地域密着である

ケーブルテレビのインフラを利用し、情報

リンクの構築による高齢者向けの健康情

報のやり取りや地域の医療機関との情報

共有による健康から疾病の治療、介護に至

るまで途切れることのないサポート体制

など、市民に直接見える形での情報化の活

用を第２次計画で検討して下さい。 

 第２次計画の新たな施策として「介護予

防の推進のためのＩＣＴの活用」を情報化

の取り組みとして追加しています。 

 携帯端末や地域ケーブルテレビのイン

フラを利用した双方向での情報通信の可

能性について研究するとともに、福祉・保

健・医療・介護の情報の連携を図っていき

たいと考えています。 

 また、市が所有する福祉保健医療の情報

を公開し、市民１人１人が健康を実感でき

るような多種多様な情報の活用も検討し

ていきます。 

資料３．パブリックコメントのコメント 
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